
 

1　市政提案・・・・・25件

2　苦情等・・・・・・68件

3　陳情・要望・・・・47件　

4　パブリックコメント・・3件の計画に対する意見募集

　(1) 石巻市立小・中学校学区再編計画（案）

　(2) 第3期石巻市中心市街地活性化基本計画（案）

　(3) 第2期石巻市子ども未来プラン　石巻市子ども・子育て支援事業計画（案）

5　市政教室・・・・・10回実施、募集人数201人、参加人数136人（参加割合67.7％）　

6　まちづくり懇談会・・・6回実施、152名出席　

7　市民意識調査・・調査期間 令和元年7月5日～7月26日　

調査対象者数 2,700人　回収数 1,115件（回収率 41.3％）

調査項目(1) 東日本大震災に伴う復旧・復興事業について　

(2) ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）について

(3) 石巻市の環境について

(4) 石巻市中心市街地活性化について

(5) 運動・スポーツについて 

(6) （仮称）石巻市複合文化施設で開催する事業について

　
市

　より良いまちづくりをめざし、市民からの意見・提案を市政に反映するため、市政提案・苦情等意見
の受け付け、陳情・要望の受け付け、パブリックコメント、市政教室、まちづくり懇談会、市民意識調
査の広聴事業を実施する。

目的及び事業内容

復興政策部3件、総務部7件、財務部1件、復興事業部1件、生活環境部2件、健康部1件、福祉部4件、
産業部8件、建設部9件、教育委員会2件、河北総合支所4件、雄勝総合支所1件、桃生総合支所2件、
北上総合支所1件、牡鹿総合支所1件

取　組　実　績

予算の執行状況
予算額

1,215,000

決算額の財源内訳

決算額

1,140,948 1,140,948

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源

実施計画
掲載ページ

001-002-001-00005 事　業　名 広聴事業

広聴事業関係費Ｐ14 中　事　業

事業コード

成果に係る評価

　広く市民の意見を聴くための広聴事業は、市民ニーズを把握し、市民の声を市政に反映させるため、
市と市民を繋ぎ、信頼関係を築きながら連携する上で重要なツールとなることから、必要な事業であ
る。
　特に、「まちづくり懇談会」の開催については、市長が各地区に出向き、市民から直接意見や要望を
聴くことができるため、総合支所管内や半島沿岸部、新市街地の住民自治組織などと開催実施していく
必要がある。

　市民からの市政提案、苦情及び陳情・要望等については、市の窓口として取りまとめを行い、関係各
課と情報共有を図り、市の考え方や対応方法を各担当課及び市長から市民へ伝えることにより、市民が
市政をより身近なものに感じ、市政への関心を高めることができた。
　パブリックコメントについては、市の計画に対する意見を募集した結果、計85件の貴重な意見・提言
をいただき、各計画策定の参考とした。
　市政教室については、市民が復興状況や市の新たな施設、民間企業等を見学することにより、市政へ
の理解及び関心を高めることができた。
　市民意識調査では、6項目の調査項目を設定し回答を分析したことで、今後の市政運営の基礎資料と
することができた。

成　　　　果

予
算
科
目

1 目

2 款

1 項 総務管理費 第 2 節
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復
興
計
画

(  )

(  )
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進する
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計
画

一般管理費

(  )総務費
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総
合
計
画

一般管理費

(  )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )

第  章
予
算
科
目

1 目

2 款

1 項

成果に係る評価

事業コード

　市の行政、経済、文化、社会その他各般にわたって市政の振興に寄与し、又は市民の模範と認められ
る善行があった個人・団体を表彰し、その功績を讃える。
　・市政功労表彰候補者の推薦依頼
　・推薦委員会及び審査委員会の開催
　・表彰式の開催

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　受賞者に対し、その功績を讃えることにより、市政の振興と市政への参加意識の高揚が期待できるこ
とから、今後も継続して実施する必要がある。
　候補者を推薦するにあたっては、市報やホームページで市民へ広く周知するとともに庁内各課へ通知
したことにより、該当者の掘り起こしを行うことができたが、受賞分野の固定化がみられることから、
隠れた候補者の発掘が求められている。

事　業　名 市政功労者表彰事業

功労者表彰・礼遇者関係費中　事　業

1　市政功労表彰候補者の推薦依頼

　市報・ホームページによる市民への周知及び各課への通知により、市政の発展に功績のある方の推
薦を依頼し、117名・12団体の推薦があった。

予算の執行状況
予算額

574,820

決算額の財源内訳

決算額

358,099 358,099

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源

2　推薦委員会及び審査委員会の開催

　市政功労表彰候補者として推薦された方々を、市民の方々で構成する推薦委員会及び部長等の市職
員で構成する審査委員会で審査し、98名・12団体の市政功労者が決定された。

3　表彰式の開催

　(1)　市政功労者として決定された方々に表彰状及び記念品を授与するため、表彰式を開催した。
　　　 日　　時：令和元年11月10日(日)　午後2時から
　　　 場　　所：遊楽館　かなんホール
　　　 出席者数：個人50名・10団体

　(2)　表彰式及び受賞者を、市報・地元新聞で周知した。

102名(79.7％) 74名(89.2％)

　市政のために尽力した方々を表彰し、その功績を讃え、広く市民に知らせることにより、受賞者のさ
らなる活躍が期待できるとともに、市民の市政への参加意識の高揚に寄与することができた。

年度別取組実績 Ｒ1Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

53名(57.0％) 52名(57.8％) 60名(58.8％)表彰式出席者数

129名

市政功労者決定者数 110名(85.3％)

市政功労者推薦者数

39名(52.7％) 60名(54.5％)

115名 112名 128名 83名

93名(80.9％) 90名(80.4％)
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1　情報公開

　公文書の開示については、迅速かつ適切に行うとともに、情報公開制度の適正な運営に努め、情
報公開の推進に取り組むことができた。請求件数は、前年度と同程度の100件となっている。また、
情報公開コーナーの利用件数は、前年度（558件）と比較すると244件増の802件となっており、行政
資料等の複写や閲覧など、市民に対する情報提供を円滑に行うことができた。

2　個人情報保護

802件 711件 (328件) 91件

　個人の権利利益の侵害の防止を図り、個人の人格と尊厳の尊重に寄与した。自己情報を求める権
利を保障するとともに、個人の権利利益を保護し、より適切な個人情報保護制度の運用を図ること
ができた。

3　情報公開・個人情報保護審査会の開催状況

　令和元年度においては、審査請求等の諮問案件に係る会議の開催はなかったが、庁用自動車への
ドライブレコーダーの設置及び管理運用に関する諮問等のため、審査会を2回開催した。

4　情報公開コーナーの利用状況

利用件数
利用件数の内訳

行政資料等の閲覧 （うち行政資料等の複写） その他相談等

0件 0件 0件 0件 0件0件 0件 0件 0件

2　審査請求の状況

審査請
求件数

諮問 答申
審査請求に対する決定 次年度

繰越し取下 認容 一部認容 棄却 却下

0件 3件

個人情報 38件 22件 10件 0件 6件 0件 0件

情報公開 100件 29件 61件 1件

予算の執行状況
予算額

2,606,000

決算額の財源内訳

決算額

2,162,685 1,820,275

その他

（単位：円）

342,410

地方債国(県)支出金 一般財源

事業コード

1　情 報  公 開　 市民の市政について知る権利を保障するとともに、情報の一層の公開を図る。
2　個人情報保護　 本市の保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止を求める権利を明らかにすると
　　　　　　　　ともに、個人情報の適正な取扱いを確保する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

情報公開の推進については、公文書開示請求において、請求内容に応じ、保護される利益と公益上の
必要性とを個別具体的に比較検討し、適正かつ迅速な情報公開事務に努めることができた。また、情報
公開をより一層推進するため、平成31年4月より、金入り設計書の電子データによる情報提供を開始
し、紙媒体による情報提供と比べ利便性の向上と事務処理の軽減化が図られた。今後は、市民等からの
請求に対し、より迅速に情報を開示することが望ましいことから、事務処理期間の短縮などの手法を研
究していく必要がある。

個人情報の保護については、個人情報の定義の明確化及び要配慮個人情報の取扱いの規定により、実
施機関において、より適切な個人情報の保護が図られたことから、個人の権利利益が侵害されることの
ないよう、個人情報保護条例を遵守し、適正な管理に努めることが重要である。

事　業　名 情報公開・個人情報保護事業

情報公開推進費中　事　業

1　開示請求の決定状況

開示請求件数
請求に対する決定等

開示 一部開示 不開示 不存在 その他 取下

成果に係る評価

6件

予
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目

1 目

2 款

1 項
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合
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画

一般管理費

総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )

第  章 (  )
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〔市報発行〕

毎月1日発行、発行部数月63,000部、紙面全16ページ中12ページ

主な掲載内容

・市の財政状況　・市職員の人事行政運営のあらまし　

・各種行政情報　・施政方針　・まちの話題　・休日等救急当番医

・子育て支援情報　・各種健診　・文化スポーツ行事　・各種事業の募集

総
合
計
画

文書広報費

(  )総務費

総務管理費 第 2 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 1 章 ともに創る協働のまち

市民のまちづくりに対
する関心を高める

透明性の高い行政を推
進する

予
算
科
目

2 目

2 款

1 項

成果に係る評価

事業コード

　行政情報を広く市民に周知する手段として市報を作成し、市民の市政への関心を高め、市政に対する
理解と協力を得るため毎月発行する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　市報の発行にあたっては、子育て世代から高齢者まで市政などにさらに興味を持っていただくよう導
くため、使用写真の芸術性を高めることや、より見やすく読みやすい紙面構成・言葉遣いなどに配慮
し、市政に関する情報発信力の強化を図りながら事業を継続していく必要がある。

001-002-001-00004 事　業　名 「市報いしのまき」発行事業

広報活動費Ｐ14 中　事　業

　各種行政情報や市の主要な施策・取り組みなどについて、分かりやすく読みやすい紙面づくりに努
め、市民へ情報提供が図られた。
　今年度からは、全紙面をフルカラーに変更し、文字や見出しにメリハリをつけ、より読みやすくなる
よう努めた。
　また、市内各地域の出来事をお知らせする「まちの話題」に掲載できなかった、市全体または地域密
着情報を「まきチャンネル＋プラス」として紹介した。

　毎月1日号を発行し、市の施策や行政情報、各種お知らせ、催事、文化スポーツ行事、募集、子育て
支援情報、健診のお知らせなど多くの情報を掲載し、市民へ情報提供を行った。

予算の執行状況
予算額

12,969,000

決算額の財源内訳

決算額

12,593,100

その他

（単位：円）

12,593,100

地方債国(県)支出金 一般財源
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庁舎1階商業施設の修繕を実施

1　建築設備、電気設備、給排水設備の修繕や内装を改修した。

予算の執行状況
予算額

145,000,000

決算額の財源内訳

決算額

142,560,000 142,560,000

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

　庁舎１階商業施設の修繕
　　・建設後20年以上経過し老朽化した本庁舎の1階商業施設の修繕を実施する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　老朽化した設備や内装を修繕し、企業誘致をしたイオン東北㈱や以前から出店していたテナントの一
部が商業施設に出店し営業を開始したことにより、中心市街地の賑わいの創出や、近隣住民の利便性の
向上が図られた。

事　業　名 本庁舎1階商業施設修繕事業

庁舎管理費中　事　業

　1日も早い商業施設の再開を望む声が多く寄せられていたが、2年以上に渡り1階のキーテナントが決
定しなかったが、企業誘致によりイオン東北㈱の出店が決定し、築20年以上経過し老朽化した庁舎1階
商業施設を修繕した。その結果、中心市街地の賑わいの創出や、近隣住民の利便性の向上が図られた。

予
算
科
目

5 目

2 款

1 項

総
合
計
画

財産管理費

(  )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )

第  章
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　市役所本庁舎内の照明器具をＬＥＤ照明に改修した。

一般電灯

非常照明

誘導灯

計

予算額

146,836,100

成果に係る評価

　市役所本庁舎について経常経費（電気料・蛍光管）の大幅な削減が図られている。今後は、他の施設
（総合支所等）においても同様の改修が必要と思料される。

決算額の財源内訳

決算額

146,835,700 7,435,700

国(県)支出金 その他

（単位：円）

139,400,000

地方債 一般財源
予算の執行状況

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

001-003-002-01258 事　業　名

4,200灯

事業コード

　省エネへの取り組みの一環として、本庁舎の照明器具を通常の蛍光灯から、ＬＥＤ照明に改修するも
の。
　このことにより、国が推進するエネルギー・温暖化対策に寄与するとともに、庁舎の経常経費（電気
料）の大幅な削減が図られる。目的及び事業内容

本庁舎照明設備改修事業

庁舎管理費Ｐ16 中　事　業

259灯

714灯

予
算
科
目

5 目

2 款

1 項

総
合
計
画

財産管理費

3,227灯

復
興
計
画

(  )

(  )

第 1 章 ともに創る協働のまち

市民満足度の高い行政
サービスを提供する

主体性を持ったまちづ
くりを推進する

・本事業の実施により、本庁舎の年間消費電力が大幅に削減された。

・ＬＥＤ照明は寿命が長いため、器具の交換を頻繁に行わなくてもよいため、消耗品費の削減が図
  られた。

・ＬＥＤ照明は蛍光灯に比べ、二酸化炭素排出量が大幅に削減されるため、省エネ効果及び温暖化
  対策にも寄与することができた。

(  )総務費

総務管理費 第 3 節

( 1 )
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354,718,283円寄附金額 355,750,382円 186,352,202円 241,483,225円 253,931,245円

1　ポータルサイト4社への掲載（ふるさとチョイス、楽天、ANA、Yahoo）

2　申込方法
　(1)インターネット申込：98.7％、紙面での申込：1.3％

3　納付方法
　(1)クレジット：93.5％、郵便振込：5.6％、銀行振込：0.8％、現金：0.1％

4　ふるさと納税PRイベントへの参加　（第5回ふるさとチョイス大感謝祭）
　(1)日　　程：令和元年11月16日（土）～17日（日）
　(2)場　　所：神奈川県横浜市　パシフィコ横浜
　(3)来場者数：11,600人
　(4)配布枚数：申込書約200部、カタログ約200部、チラシ約700部
　(5)試 食 品：トマト・ヨシ腐葉土米・たらこ・仙台牛・笹かまぼこ

5　特産品選定評価委員会の開催
　(1)日　　程：①令和元年7月18日　②令和2年2月7日
　(2)令和元年度において、新たに13品目を追加
　(3)石巻市外の意見を頂戴するため、選定委員10名のうち、市役所派遣職員4名を選定委員に任命
　　（東京都葛飾区、神奈川県横浜市、愛知県安城市、大阪府大阪市）

6　令和元年台風19号に伴う緊急災害支援寄附の受付
　(1)掲載期間：令和元年11月18日～令和2年3月31日
　(2)掲載媒体：ふるさとチョイス、楽天、ANA
　(3)寄附件数：794件　寄附金額：17,619,413円
　(4)特　　徴：ポータルサイトで専用の申込ページを設け、寄附金の使途を台風被害支援に限定し、
　　　　　　　 返礼品無しにて、申込みを受け付けた。

取　組　実　績

成　　　　果

　PRイベントでの広報、特産品の新規開拓・拡充などを行った結果、令和元年度の寄附件数は過去最高
件数となり、寄附金額は平成27年度に次ぎ過去2番目となった。

区分 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

寄附件数 25,078件 11,830件 17,731件 15,589件 25,932件

総
合
計
画

企画費

(  )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )

第  章
予
算
科
目

6 目

2 款

1 項

実施計画
掲載ページ

事　業　名 がんばる石巻応援寄附関係事業

がんばる石巻応援寄附関係費中　事　業

成果に係る評価

事業コード

　独自財源を確保するため、ふるさと納税として「がんばる石巻応援寄附」の名称のもと、石巻を応援
してくださる全国の方々から、寄附金の受入れを行っている。
　寄附をいただいた方に対しては、返礼品として石巻市の地場産品をお送りし、感謝の意を示すととも
に、地域経済の活性化及び生産者の販路拡大を図る。目的及び事業内容

予算の執行状況
予算額

195,330,000

決算額の財源内訳

決算額

185,942,630 185,942,630

その他

（単位：円）

　令和元年度においては、前年度に引き続きポータルサイトへの掲載のほか、首都圏で開催されたイベ
ントへの参加、特産品選定評価委員会の開催などに加え、台風19号に伴う緊急災害支援寄附を受け付け
た結果、前年度に比べ、件数で10,343件、金額で100,787,038円の増加となった。
　総務省の指定制度が令和元年6月から開始され、豪華返礼品を用意した一部の自治体に寄附が偏るこ
とが減った影響もあり、全国的にふるさと納税の寄附が増加傾向にあることから、より魅力的な返礼品
を用意するなど、更なる寄附増加に向けて取り組んでいく必要がある。

地方債国(県)支出金 一般財源
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総
合
計
画

企画費

(  )総務費

総務管理費 第 2 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 1 章 ともに創る協働のまち

市民のまちづくりに対
する関心を高める

市民参加を促進する

予
算
科
目

6 目

2 款

1 項

成果に係る評価

事業コード

　若者の郷土愛を育み、地域に対する誇りを持ってもらうこと、また、若者にまちづくりに対する当事
者意識を持ってもらうことを目的としている。「2030の石巻！～SDGsが未来を変える～」をテーマに、
地域に暮らす若者がSDGs（持続可能な開発目標）を通して、石巻市が直面している様々な課題に効果的
にアプローチすることで、2030年も住みたい石巻を実現するための政策を考え、コンテスト形式で若者
らしい斬新かつ、現実性を備えた政策提案を競い合い、優秀な提案については、今後の市の政策に反映
させることを検討するもの。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　参加者である若者の郷土愛を育み、地域に対する誇りを持つということ、まちづくりに対する当事者
意識を持ってもらうきっかけの醸成が図られた。
　また、提案された政策が採用され、実現に向けて取り組むこととなるなど、具体的な成果が出たこと
により、今後の政策コンテストがさらに発展する一助になるものと考えられる。
　郷土愛や地元への誇りを持ち、産業を担う人材を育成して、若者の定着を目指すため、石巻青年会議
所、石巻専修大学や地元高等学校と連携し、地域に根ざした政策コンテストとして定着させていきた
い。

001-002-002-01321 事　業　名 政策コンテスト開催事業

総合戦略推進関係費Ｐ14 中　事　業

　一昨年度まで業務委託により開催していたものを、昨年度から民間の視点からの助言等を考慮し、石
巻市と一般社団法人石巻青年会議所で実行委員会を組織し、いしのまき政策コンテストを運営、実施し
た。
　7月28日から10月20日までの約3か月にわたり、いしのまき政策コンテストを実施し、期間中に、全体
催事（6回）及び毎週の進捗確認を行った。
　

　 7月28日　キックオフ　　市の概要説明及び市内施設等の見学を実施
　 8月 5日　SDGs研修会　　SDGsについて講義やカードゲームを行い、理解を深めた
　 8月19日　初期チェック　進捗確認、政策提案への助言及び相談を実施
　 9月 1日　中間チェック　進捗確認、政策提案への助言及び相談を実施
　10月 6日　直前チェック　進捗確認、政策提案への助言及び相談を実施
　10月20日　決勝大会　　　各チームの政策提案をコンテスト形式で発表し、審査員の審査により
　　　　　　　　　　　　　最優秀賞及び優秀賞を決定

1　参加者数　6チーム、21名（平成30年度　7チーム、24名）

2　一般観覧者数　30名（平成30年度　250名）

3　参加者へのアンケート結果
　（1）まちづくりに対する意識
　　　「積極的に関わりたくなった、どちらかといえば関わりたくなった」割合　80.0％
　（2）意見・感想
　　・石巻について知ることで、これからもっと石巻について知りたいと思うきっかけになった。
　　・石巻について詳しく知れてよかった。
　　・自分たちの住んで来た石巻をどのように活性化させるのか、任せるのではなく自分たちが参加し
    て考えることで愛着がわいてきて、もっと石巻を良くしていきたいと思うようになった。

4　提案された各政策の施策への反映
　　提案された各政策については、関係各課へ照会を行い、施策への反映について検討を行った。
　　検討の結果、アプリを活用した政策提案について、総合計画実施計画へ掲載し、「地方創生RPG
　アプリにおける地域賑わい創出事業」として令和2年度から取り組むこととなった。

予算の執行状況
予算額

700,000

決算額の財源内訳

決算額

700,000 700,000

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源
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〇 ダイヤモンド・プリンセス号入港時

※　9月の入港は台風の影響により中止

〇 客船入港時以外

石巻観光協会物産販売所ほか　　54枚

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

2,510,593 1,825,290 1,825,290

かわまち交流センター

成果に係る評価

　訪日外国人にとって、滞在期間中に無料で利用できるインターネット接続環境は魅力的であり、Ｗｉ
－Ｆｉ環境整備に変わる新たなサービスの提供が図られた。
　また、配布実績に関しては大型客船での配布が2度できたこともあり、平成30年度と比較して約3倍の
配布実績となり、徐々に認知度も高まってきていると思われる。
　ニーズ調査の結果や利用者の声からも有益なサービスであることが分かってきているが、客船入港時
の配布が大部分を占めており、情報発信、配布方法の検討や、街なかインバウンド推進ネットワーク運
営会議での観光関係者との情報共有により利用者の拡大、サービスの向上につなげていく必要がある。
　今後については、観光関係者と協議の上、民間移譲の可能性について検討することとし、本事業は令
和2年度で終了とする。

成　　　　果

　今後、本市を訪れる外国人は増加することが予想され、市域において通常利用可能なＷｉ－Ｆｉ環境
の整備は十分とはいえない状況にある中で、良好なインターネット接続環境の提供及びＳＩＭ利用者に
対し本市の魅力を発信することができた。

　令和元年度配布状況

　年間配布数　　301枚（Ｈ30実績：103枚）

配布期日

計 247枚

配布枚数 配布場所

雲雀野中央埠頭

23枚

112枚 雲雀野中央埠頭
Ｒ1.7入港時

取　組　実　績

1　無料ＳＩＭカードの配布を実施

　(1)　訪日外国人への利用促進を図るための取り組みを実施

　　ア　常設配布場所⇒石巻観光協会物産販売所、復興まちづくり情報交流館中央館、石ノ森萬画館、

　　　　　　　　　　　カフェ「ＩＲＯＲＩ（イロリ）」、ＨＯＴＥＬ　ＫＩＫＯ（ゲストハウス）、

　　　　　　　　　　　ホテルルートイン（石巻河南ＩＣ店・大街道店）

　　イ　外国客船入港時配布場所　⇒　石巻港埠頭、元気いちば、かわまち交流センター

　　ウ　出港地である横浜港において、出港前日に事前ＰＲ活動を実施（Ｈ31.4）

　(2)　ＰＲ用ポスターの掲示、チラシの配布

　　・市庁舎、ＪＲ石巻駅（周辺管轄駅含む）、石巻グランドホテル、石巻サンプラザホテル、

　　　ホテルルートイン（石巻河南ＩＣ店、大街道店）

　(3)　観光関係者らで立ち上げた「街なかインバウンド推進ネットワーク運営会議」への参加

55枚

　(4)　石巻観光協会でサイトを開設し、取り組み情報の発信

インバウンド向け無料無線通信環境整備事業

目的及び事業内容

　本市を訪れる外国人観光客に無料のＳＩＭカードを配布し、滞在期間中、良好なインターネット接続
環境を提供し、市内を周遊する上で手助けとなるＷｅｂアプリケーションを通じて、本市の魅力を発
信、誘導するだけでなく、利用者自らのＳＮＳによる発信を促し、観光者目線からの新鮮な魅力を国内
外に発信してもらうことで、交流人口の増加と地域活性化を図る。

いしのまき元気いちば

実施計画
掲載ページ

Ｐ56 中　事　業 ＩＣＴ関連事業推進費

Ｈ31.4入港時
57枚

事業コード 003-007-001-01245 事　業　名

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

6 目 企画費

1 項

地域資源を活かして元
気産業を創造するまち 復

興
計
画

総務管理費 第 7 節
年間を通して観光客が訪れることに
よりにぎわいを創出する

魅力ある観光地づくりと効率的なＰ
Ｒの推進を図る (  )

(  )

(  )

第 3 章

( 1 )
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  事業の実施により、子どもの体験・交流や自然環境美化活動等を通じて、地域コミュニティの活性化
が図られたほか、伝統文化や震災の伝承等により、市民の連携の強化及び均衡ある地域振興が図られ
た。

(  )総務費

総務管理費 第 1 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 6 章
地域の個性が輝き融和
するまち

地域の風土に根ざした魅
力や資源を守り育てる

個性ある地域をつくる

予
算
科
目

7 目

2 款

1 項

総
合
計
画

地域振興費

事業コード

　市民の連携強化及び均衡ある地域振興に資するため、行政との協働のまちづくりにより実施する事業
や市全域のまちづくりに繋がる地域コミュニティ活性化を図る事業に対し、助成限度額30万円を支援す
るもの。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　伝統芸能や震災伝承、環境、教育等、多様な分野から地域コミュニティの活性化や地域振興が図られ
ている。また、審査会を公開プレゼンテーションとすることにより、各団体の活動が市民に広く周知さ
れる良い機会となっている。
　一方、助成金の交付団体数が前年度より減少しており、団体が応募しやすいような制度の見直しや広
報活動を行う必要がある。

006-001-001-00023 事　業　名 地域づくり基金助成事業

市民協働推進費Ｐ129 中　事　業

　13団体より申請があり、一次審査及び公開プレゼンテーションによる審査の結果、12団体の事業に交
付決定を行い、助成金を交付した。

1　新規助成団体数　 　3団体　（本庁3件）

　助成金交付団体等

2　継続助成団体数　 　9団体　（本庁6件、河南1件、桃生2件）

計　助成団体数　　　 12団体　（本庁9件、河南1件、桃生2件）

№

2

団体の名称 事業の名称

河南鹿嶋ばやし伝承事業

成果に係る評価

予算の執行状況
予算額

3,070,000

決算額の財源内訳

決算額

2,751,000

その他

（単位：円）

2,751,000

地方債国(県)支出金 一般財源

石巻震災伝承の会 被災体験からつむぐ　防災学習プログラム策定事業

まちの寄り合い所・うめばたけ

河南桃生商工会青年部

マンマの会パセリ

10

11

12

9

3

4

5

いしのまき演劇祭実行委員会

1

7

8

水と緑の環境フォーラム・ものう 北上川親子自然交流事業及び北上川に係る講演会

河南鹿嶋ばやし保存会

第4回いしのまき演劇祭

月命日の光の柱／東日本大震災3.11のつどい

うめばたけ　こども図書室

郷土体験「はねこ塾」

茶話会（がんへの気づきの場）

がんばろう！石巻の会

福音館書店「たくさんのふしぎ」に学ぶ絵本のできる
まで

異文化伝統芸能（沖縄エイサー）による地域活性化事
業

すばらしい北北上運河沿線の自然環境美化活動

大人のための子どもの本を読む会

エイサー石巻

すばらしい北北上運河沿線の自然環
境を守る協議会

6 石恋まつり実行委員会 「石恋まつり」の開催を通じたコミュニティ形成事業
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石巻市集会所建設費等補助金

福地林業者生活改善センター

予算の執行状況
予算額

20,380,000

決算額の財源内訳

決算額

20,380,000 20,380,000

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源

成　　　　果

取　組　実　績

　地域コミュニティの拠点となる地域集会所は、市民と協働のまちづくりを推進する上で重要な施設で
あり、集会施設のない自治会による新築や、老朽化等による建て替え、修繕に対して今後も継続が必要
とされる。

001-001-002-00675 事　業　名 集会所建設費補助事業

市民協働推進費、市民協働推進費（台風関係分）Ｐ13 中　事　業

　集会所の新築及び改修に対して石巻市集会所建設費等補助金を交付した。

 (2)小竹浜集会所（Ｒ2へ繰越）

垂水町集会所

2　改修3件

 (1)開北会館（屋根、雨樋修繕）

 (2)大須生活改善センター（女子トイレ修繕）

 (3)福地林業者生活改善センター（床フローリング等修繕）※台風関係分

事業区分集会所名 補助金額

　地域の交流拠点となる地区集会所の新築及び改修に対して補助金を交付し支援することにより、地域
コミュニティ活動の促進と地域の連帯感を醸成する環境整備が図られた。

成果に係る評価

計

対象事業費

1　新築2件

 (1)垂水町集会所

地域振興費

総務費
予
算
科
目

7 目

2 款

1 項 総務管理費 第 1 節

( 2 )

事業コード

【目的】
　住民の連帯意識の醸成と自治意識の高揚を図り、もって地域社会の健全な発展に資する。
【内容】
　集会所の新築事業、集会所の改築、増築及び改修事業、既存建物を集会所として利用するための取得
　事業、集会所建設用地の取得事業、集会所の排水設備の公共下水道等への接続事業などに対する補助

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

総
合
計
画

(  )
復
興
計
画

(  )

(  )

第 1 章 ともに創る協働のまち

住民の自治力を強化す
る

公益的な市民活動を支
援する

3,563,450円

44,173,450円

改修

新築

新築

改修

改修

大須生活改善センター

開北会館

小竹浜集会所

16,230,000円

20,580,000円

2,310,000円

1,490,000円

20,380,000円

割合

1/2以内

概算払

上限額

2/3以内

上限額

8,115,000円

8,232,000円

1,520,000円

993,000円

1,520,000円
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　(3)勉強会・懇談会等の開催支援

　(4)団体設立支援業務

3　研修・カウンセリング事業

4　登録団体実態調査事業

　ＮＰＯ支援を目的として活動している特定非営利活動法人いしのまきＮＰＯセンターを、石巻市ＮＰ
Ｏ支援オフィスの指定管理者とし、利用者の様々なニーズに対応した。

1　施設管理業務

　(1)会議室・ロッカー・メールボックスの貸し出し

　(2)機器利用サービス（コピー機・簡易印刷機・パソコン等の貸し出し）

2　情報収集提供業務

　(2)登録団体交流会・相談会等相談対応業務

　(1)登録団体実態調査及びヒアリング

5　協働推進コーディネート事業

　(1)石巻ＮＰＯ連絡会議の事務局業務

　(2)市広聴事業「まちづくり懇談会」施策提案団体へのカウンセリング

　(1)情報発信ツール・ためまっぷ講座の実施

　(4)石巻かほく、石巻日日新聞、ラジオ石巻、市報いしのまきでの情報発信

　(2)情報掲示板・団体情報棚・オフィスホームページの管理

　(3)機関紙、メールマガジン及びメーリングリストでの情報発信

・石巻市市民公益活動団体……登録数　173団体（前年比3団体増）

・研修業務……情報発信ツールためまっぷ講座開催

4人 418件 54件

Ｒ1実績 2,468人 202件 607件 1人 8人 322件 188件

Ｈ30実績 2,857人 190件 57件 2人

予算の執行状況
予算額

10,460,000

決算額の財源内訳

決算額

10,460,000 10,460,000

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

　市民公益活動団体の活動支援の拠点として「石巻市ＮＰＯ支援オフィス」を設置し、市民公益活動団
体、市民、企業及び市の連携・交流の場所を提供することにより、ＮＰＯの育成・支援を図る。

1　ＮＰＯ支援オフィスの施設管理業務　　　      4　登録団体実態調査事業
2　情報収集提供事業 　　　　　　　　　　　     5　協働推進コーディネート事業
3　研修・カウンセリング事業

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　ＮＰＯ支援オフィス利用者へのヒアリングを踏まえ、地元紙や地元ＦＭを活用し情報発信を強化した
ことに加え、ＳＮＳや情報発信ツールの試験導入に取り組むなど、団体及びイベント情報等について積
極的に情報発信を行った。
　また、10月には石巻市ＮＰＯ連絡会議の発展的解消を実行し、これまで担ってきた事務局機能を停止
した。新たに立ち上がった「いしのまき市民公益活動連絡会議」は、ガバナンスを有した会議体運営と
いう点で、これまでＮＰＯ支援オフィスが行ってきた自立支援が結実したものと思われる。

事　業　名 ＮＰＯ支援推進事業

市民協働推進費中　事　業

　(1)市民公益活動情報の収集・提供及び図書資料の管理・貸出

・ＮＰＯ支援オフィス利用状況

区分 来館者数
会議室
利用数

相談件数
図　　書
閲覧者数

パソコン
利用者数

機　　器
利用者数

広報等
依頼数

予
算
科
目

7 目

2 款

1 項

総
合
計
画

地域振興費

総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )

第  章 (  )
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(  )

第 2 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 1 章 ともに創る協働のまち

市民のまちづくりに対
する関心を高める

市民参加を促進する

予
算
科
目

7 目

2 款

1 項

総
合
計
画

地域振興費

総務費

総務管理費

事業コード

　地域まちづくり委員会は、合併前の旧町地域の行政サービスの低下などの不安を解消し、均衡ある発
展及び活性化を図るため設置したものである。総合支所と連携し、市民と行政が一体となり、各地域の
まちづくり施策や活性化に向けた取組を行っている。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　令和元年度は、自然災害等の影響により、例年に比べ開催回数が少ない状況となったが、各地域の発
展に向けた協議を実施した。
　また、石巻市男女共同参画基本計画（第3次）に掲げる女性委員の登用率目標は40％であったことに
対し、第8期まちづくり委員会委員における女性登用率は30％に留まった。今後は、男女共同参画の視
点に立ち、女性委員のより積極的な登用に向けた運営体制づくりを行っていく。
　平成17年に市町村合併が行われてから、社会情勢等が大きく変化してきており、地域自治のあり方に
ついても変化してきている。各地域の実情に合わせたまちづくりを推進していくため、地域まちづくり
委員会を維持するだけでなく、今後は社会情勢の変化や震災後のニーズ変化等に対応するため、委員会
のあり方について検討していく必要がある。

001-002-002-00016 事　業　名 地域まちづくり委員会事業

地域振興関係費Ｐ15 中　事　業

1 取組内容
　令和元年9月から第8期目となったため、各地域まちづくり委員会において、役員の改選を行い、新た
な運営体制のもと、各地域の実情に即した事業に関する説明及び協議を実施した。
　具体的には、施設の利活用や地域課題など、地域の活性化に結びつく事業内容を議題とした。

2　開催実績

委員数
第1回 第2回

開催日 参加人数 開催日 参加人数

成果に係る評価

-

予算の執行状況
予算額

1,810,000

決算額の財源内訳

決算額

952,521 952,521

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源

雄勝地域まちづくり委員会 15人 10/21 12名 2/6 12名

河北地域まちづくり委員会 14人 12/4 13名 -

-

桃生地域まちづくり委員会 10人 10/28 6名 - -

河南地域まちづくり委員会 18人 10/28 17名 -

1 河北地域
　河北地域の課題と地域活性化のための施策提案等を取りまとめた「まちづくりに関する提案書」の提
出により、河北地域の魅力や地域の活性化に資するために必要な施策等を再確認できた。
2 雄勝地域
　雄勝中心部拠点エリア整備事業をはじめとした、住みよい地域づくりに向けての協議を行った。課題
の洗い出しと今後の対応の検討を通して、住民が主体となり地域を活性化するという意識を共有するこ
とができた。
3 河南地域
　委員改選に伴い、委員会のあり方についてあらためて協議を行い、役割と必要性について再認識し
た。
4 桃生地域
　今後行っていくべき地域課題の解決や地域活性化に関する施策の方向性と必要性について、各委員に
おいて意思統一を図った。
5 北上地域
　地域自治システムや生活支援体制整備事業など、北上地域の発展に係る事項について情報共有を図る
とともに、新体制運営にあたって、委員会の役割等を再確認した。
6 牡鹿地域
　今後、委員会で協議すべき課題等の再確認のため、新しい委員の方々にアンケート調査を実施した。
より住民の目線に合わせた協議となるよう課題を明確化することができた。

12名

牡鹿地域まちづくり委員会 11人 11/20 9名 - -

北上地域まちづくり委員会 20人 7/25 10名 10/21
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予算の執行状況
予算額

1,632,000

決算額の財源内訳

決算額

1,265,710 1,007,710

その他

（単位：円）

258,000

地方債国(県)支出金 一般財源

事業コード

　国内の姉妹都市・友好都市との交流事業を実施することにより、友好協力関係及び両市民の相互理解
を促進し、各市町との連携を深めると共に、地域の活性化を図る。
　事業内容としては、産業・文化・歴史など、各市町の特性を活かした交流事業を実施する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

【山口県萩市】
　台風19号接近により、萩市にて開始予定であった本市の物産展を中止としたが、萩市長来石及び萩市
写真展・物産展の実施により、相互理解が促進された。今後さらに相互理解を促し、友好関係を深める
ため、事業の継続が必要である。
【山形県河北町】
　台風19号接近により、いしのまき大漁まつりツアーを中止としたが、さくらんぼ狩りツアーの実施に
より、友好都市への認識を深め、山形県河北町の産業活性が図られた。今後も引き続き両市の地域活性
を図り、連携を深めるため、様々な分野での交流事業を継続する必要がある。

002-003-001-00019、
00020、01194

事　業　名 国内姉妹都市・友好都市交流事業

国内姉妹都市・友好都市交流推進費Ｐ33、Ｐ34 中　事　業

【山口県萩市との交流事業】
1　石巻川開き祭り等への受入
　(1) 日　程：令和元年7月30日～8月1日
　(2) 場　所：石巻市内
　(3) 来石者：萩市長、総合政策部長
　(4) 内　容：川開き祭典等への参加、市内視察（魚市場、日和山、復興街づくり情報交流館等）

2　石巻市物産展　※台風19号接近のため中止
　(1) 日　程：令和元年10月12日
　(2) 場　所：アトラス萩（萩市のショッピングパーク）
　(3) 内　容：石巻市の特産品の販売を予定していたが、台風19号接近のため中止

3　萩市写真展・物産展
　(1) 日　程：【写真展】令和2年1月11日～19日
　　　 　　　 【物産展】令和2年1月18日～19日
　(2) 場　所：イオンモール石巻
　(3) 内　容：萩市の写真展示、萩市の特産品の販売（販売数量：37品目543個）

【山形県河北町との交流事業】
1　山形県河北町さくらんぼ狩りツアー（訪問）
　(1) 日　程：令和元年6月22日
　(2) 場　所：山形県河北町内
　(3) 訪問者：石巻市民85名、河北総合支所職員4名
　(4) 内　容：さくらんぼ狩り、町内視察（べに花温泉ひなの湯、道の駅寒河江チェリーランドなど）

2　いしのまき大漁まつりツアー（受入）※台風19号接近のため中止
　(1) 日　程：令和元年10月13日
　(2) 場　所：石巻市内
　(3) 内　容：大漁まつり見学、市内視察

【茨城県ひたちなか市との交流事業】　隔年交流となっており、令和元年度の交流事業は未実施

取　組　実　績

成　　　　果

【山口県萩市】
　萩市長が来石され、両市を繋いだ川村孫兵衛の偉業を称える石巻川開き祭りに参加いただいたことに
より、本市の人々や文化、歴史等への理解を深められ、今後に繋がる交流となった。また、萩市写真展
及び物産展を本市にて開催したことにより、石巻市民の萩市への理解促進が図られた。
【山形県河北町】
　さくらんぼ狩りツアーでは、石巻市民が実際に山形県河北町へ足を運び、友好都市の味覚を味わうと
ともに、山形県河北町の産業活性の一助となり、友好関係をさらに深める交流事業となった。

成果に係る評価

予
算
科
目

7 目

2 款

1 項

総
合
計
画

地域振興費

(  )総務費

総務管理費 第 3 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 2 章
個性と創造性豊かな未来
の担い手をはぐくむまち

新たな時代を創造する
人材を育成する

広い視野を持つ人材を
はぐくむ
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予算の執行状況
予算額

59,360,000

決算額の財源内訳

決算額

53,673,790 211,510

その他

（単位：円）

26,731,140

地方債国(県)支出金

26,731,140

一般財源

成果に係る評価

事業コード

　移住希望者への情報提供や相談対応のほか、本市の魅力を発信するPR活動、実際の移住者や市内の起
業者を通して人材育成活動を行い、これらの事業を都市部に発信することで移住の促進を図る。
　また、全国10の自治体で構成されるローカルベンチャー協議会の参加自治体として、各参加自治体や
協議会の事務局であるNPO法人ETIC.と連携し、首都圏の起業志望者の獲得や起業支援を行うことで、新
たな事業の担い手の定住・定着を図るものである。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　移住相談件数に対し、約半数の方が本市に移住していることから、移住相談件数をさらに伸ばすため
の検討を重ねるとともに、本市へ移住していただけるよう、引き続き丁寧な対応と本市の魅力を発信し
ていく必要がある。
　また、起業家向けの人材育成事業や空き家の活用事業、ローカルベンチャー事業等に引き続き取り組
んでいくとともに、その取組内容及び成果を効果的な方法により発信することで、本市に対する興味・
関心を触発し、本市への移住につなげていく必要がある。

006-001-001-01090 事　業　名 移住対策事業〔地方創生〕

地域交流・定着支援等事業費Ｐ129 中　事　業

1　スマートな地域資源活用創造（プロデュース）事業委託業務　期間：H31.4.1～R2.3.31
　(1)　移住コンシェルジュ設置（コンシェルジュ2名体制、移住相談件数21件、移住者10名）
　　ア　移住相談窓口の設置（情報の提供、首都圏でのPR活動）
　(2)　石巻チャレンジワーキング
　　ア　地元で起業した代表者を講師として招いた研修会（開催回数：5回、参加者数：65名）
　　イ　起業志望者を対象とした体験型事業　　　　　　（開催回数：1回、参加者数：6名）
　(3)石巻版松下村塾
　　ア　起業型人材育成講座　　　　　　　　　　　　　（開催回数：5回、参加者数：19名）
　(4)地域交流・定着支援事業
　　ア　本市に移住した者、地域住民等との交流会　　　（開催回数：5回、参加者数：155名）
　(5)空き家の活用事業
　　ア　オモシロ不動産大作戦
　　　・マッチングコース（空き家の所有者と空き家を活用した事業をしたい方を集め、講師による
　　　　空き家活用方法やビジネスについての講義を行う）（開催回数：3回、参加者数：78名）
　　　・スタートアップコース（空き家を活用して事業を起こしたい方向けの講座のほか、個別相談
　　　　を実施し起業までの支援を行う）　　　　　　　　（開催回数：2回、参加者数：13名）
2　地域活躍支援推進事業　期間：H31.4.1～R2.3.31
　(1)　移住・定住総合情報発信
　　ア　起業志望者向けホームページ・求人情報サイトの運営、イベント参加等
　(2)　総合調整管理業務（コンソーシアム「ハグクミ」の各事業の調整等）
3　ローカルベンチャー協議会ローカル事務局委託業務　期間：H31.4.1～R2.3.31
　 ・協議会名：ローカルベンチャー協議会（H28.9.7設立）
　 ・参加自治体数：10自治体
　(1)　メディア・人材マッチング
　　ア　地域仕掛け人市　　　　　　　（開催日：R1.6.30、場所：東京都、参加者数：100名）
　　イ　ローカルベンチャーサミット　（開催日：R1.11.7～8、場所：東京都、参加者数：200名）
　(2)　起業家型人材育成
　　ア　ローカルベンチャーラボ（事業構想養成講座）　（開催回数：2回、参加者数：14人）
　(3)　事業成長支援
　　ア　自治体合同合宿（協議会参画自治体職員研修）気仙沼市開催　R2.1.28～30
4　ローカルベンチャー講演会実施
　(1)　講師：野口健氏　　　　（開催日：R1.12.1、場所：石巻グランドホテル、参加者数108名）

　移住コンシェルジュによる相談対応及び情報発信、首都圏でのPR活動により、移住相談は21件あり、
そのうち10名が本市へ移住した。また、起業志望者を対象とした人材育成事業では、起業家を講師とし
て招き、起業に必要な知識の提供や起業家の仕事場見学等の体験型事業を実施することで、本市に移住
し、起業する人材の輩出を図った。
　さらに、ローカルベンチャー協議会に引き続き参画したことで、他の協議会参画自治体の先進的な事
例や起業支援のノウハウを学ぶことができた。

予
算
科
目

7 目

2 款

1 項

総
合
計
画

地域振興費

(  )総務費

総務管理費 第 1 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 6 章
地域の個性が輝き融和
するまち

地域の風土に根ざした魅
力や資源を守り育てる

個性ある地域をつくる
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予算の執行状況
予算額

20,175,000

決算額の財源内訳

決算額

19,650,386

その他

（単位：円）

19,650,386

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

　本事業は、三大都市圏または政令指定都市から、地域活性化に意欲があり本市に定住する意思のある
人材を募集し、隊員の受入れを希望する市内の事業者での就労を通して定住・定着を図るものである。
　地域おこし協力隊の事業内容は、被災沿岸地域（雄勝・北上・牡鹿）の活性化事業のほか、観光振
興、医療・介護及び生活支援事業、農業や水産業等の6次産業化に関する事業等の分野での就労となっ
ている。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　令和元年度は3名の隊員設置に伴い、前年度から継続の2名と合わせて、計5名の隊員が様々なアプ
ローチで地域活性化のために活動することができた。一方、本来は同時に6名の地域おこし協力隊員の
設置を想定しており、加えて、令和2年度中に1名が地域おこし協力隊員の任期満了となるので、新たな
人材や多様な受入団体を確保するため、首都圏でのPR活動やNPO法人ETIC.が運営する求人情報サイトと
の連携等、本市のホームページ以外でも積極的に募集を行う必要がある。

006-001-001-01241 事　業　名 地域おこし協力隊設置事業

地域振興関係費Ｐ130 中　事　業

1　令和元年度の地域おこし協力隊員配属状況及び活動内容
　(1) 20代男性（前住所地：千葉県茂原市、H29.9.20委嘱）
　　　活動内容：地域レンタカー事業を企画し、半島沿岸部の交流人口拡大を行い、地域の活性化を
                図る活動
　(2) 40代女性（前住所地：熊本県熊本市、H30.8.20委嘱）
　　　活動内容：コミュニティーナースとして地域住民の相談窓口を作り、専門機関へ繋ぐ活動
　(3) 10代男性（前住所地：東京都調布市、H31.4.17委嘱）
　　　活動内容：観光情報の発信と震災伝承活動を通して、観光振興と地域へ貢献する活動
　(4) 30代男性（前住所地：宮城県仙台市、R1.9.2委嘱）
　　　活動内容：無農薬栽培米等のブランド化や販路拡大を図りながら、地域の活性化を図る活動
　(5) 40代男性（前住所地：宮城県仙台市、R1.9.2委嘱）
　　　活動内容：牡蠣の生産から加工販売までを通し、販路拡大を図りながら、6次産業を目指す活動

2　定例会議の実施
　地域おこし協力隊員と受入団体間の調整を図るため各受入団体に配置されたコーディネーターから、
隊員と団体の近況を報告してもらう場を毎月設け、情報の共有や隊員の活動をサポートする事務局から
のアドバイスを行った。

　令和元年度は新たに3名が地域おこし協力隊員として設置されたため、地域振興及び地域活性化に資
する活動を広範にわたって行うことができた。
　前年度から継続している2名については、これまでの経験を基に新たな課題の解決に向けた活動を
行った。令和元年度から設置された3名については、初めは地域に馴染むために本市の特徴を知っても
らいつつ、受入団体の現状の把握に努め、地域の活性化に繋がる活動に取り組んだ。

予
算
科
目

7 目

2 款

1 項

総
合
計
画

地域振興費

(  )総務費

総務管理費 第 1 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 6 章
地域の個性が輝き融和
するまち

地域の風土に根ざした魅
力や資源を守り育てる

個性ある地域をつくる

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

6名

5名

目標設置人数 6名 6名

設置人数 1名 2名
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成　　　　果

5　体験型スポーツイベント～みんなで体験！みんなで挑戦！～

　 　参加募集チラシ、ＰＲポスターを作成したが、新型コロナウイルス感染症の影響により、イベン
　 トの開催を中止した。

　 　東京2020オリンピック競技大会の新競技種目であるスケートボードを通じて、スポーツの楽しさ
　 や魅力を発信するとともに、スケートボードの認知度を高めることを目的にプロスケートボーダー
　 5名によるパフォーマンス披露、体験会を地元の伝統的祭事である石巻川開き祭り内で開催した。

　　 水辺のスポーツの楽しさや魅力を体感していただくことを目的に東京2020オリンピックカヌー競
　 技の出場候補である本市出身アスリート等を講師に招き、カヌー体験教室を開催した。

Ｒ1 280 398 142

　　 オリンピアンを含む日本トップクラスの選手の技術を体感するとともに、陸上競技の楽しさや魅
　 力に触れることを目的としたクリニックを開催した。

目標値 実績値

2　カヌー体験教室（Ｒ1.8.10）

Ｈ30

年度

　 　東日本大震災発生時に被災者がお互いに協力し合い、支え合っていた光景は、日本古来の武士道
　 精神に基づくものであることから、柔道・空手道を通じて、今後の石巻市を担う子ども達の教育と
   スポーツ交流の場を創出することを目的に交流大会を開催した。

達成率（％）

77218

　スポーツを通じた交流の場を創出するとともに、スポーツ交流人口の増加が図られた。

1　石巻川開き祭りスケートボードパフォーマンスイベント体験会　 参加者数：7名
2　カヌー体験教室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　参加者数：35名
3　石巻市長杯　第2回「武道の街　石巻」柔道・空手道交流大会  　参加者数：94名
4　陸上競技クリニックｉｎ石巻　　　　　　　　　　　　　　 　　参加者数：262名
5　体験型スポーツイベント～みんなで体験！みんなで挑戦！～ 　　中止

280

予算の執行状況
予算額

8,500,000

決算額の財源内訳

決算額

7,274,958 274,958

その他

（単位：円）

7,000,000

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

　幅広い参加者のもとスポーツ交流イベントを開催することにより、スポーツの楽しさや魅力を体感さ
せ、スポーツ交流人口の増加や一体感の醸成を図るとともに、技術の向上と健康増進を図る。
　事業内容としては、東京2020オリンピックの新種目として採用された「スケートボード」のパフォー
マンスイベントをはじめ、本市の豊かな水辺空間を活かしたカヌー体験教室、「武道の街　石巻」を提
唱する「柔道」、「空手」の交流大会を開催するほか、その他スポーツ交流事業を実施する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

　令和元年度は、スポーツ交流イベントの参加者数が増加したことから、スポーツを通じた交流の場を
創出するとともに、スポーツ交流人口の増加が図られた。
　今後は、市長杯を冠した柔道・空手道交流大会及びカヌー体験教室が定着するよう見直しと検討を重
ね、改善を図るとともに、大勢の方に参加いただけるスポーツ交流イベントを企画立案していく必要が
ある。

005-004-002-01301 事　業　名 スポーツ交流事業

スポーツ交流関係事業費Ｐ124 中　事　業

1　石巻川開き祭りスケートボードパフォーマンスイベント（Ｒ1.7.31）

3　石巻市長杯　第2回「武道の街　石巻」柔道・空手道交流大会（Ｒ1.10.5）

4　陸上競技クリニックｉｎ石巻（Ｒ1.11.4）

参加者数（人）

項

第 5 章 心ゆたかな誇れるまち

市民が個性を活かして
輝ける機会をつくる

市民の主体的なスポー
ツ活動を支援する

総
合
計
画

総務管理費

取　組　実　績

第 4 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )地域振興費

(  )総務費
予
算
科
目

7 目

2 款

1
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1,150 6,336Ｈ30 550

年度
参加者数（人）

達成率（％）

Ｒ1 1,350 9,602 711

地方債国(県)支出金

90,000

一般財源

成果に係る評価

予算の執行状況
予算額

16,534,566

決算額の財源内訳

決算額

12,740,722 2,650,722

その他

（単位：円）

10,000,000

 (4) 日本人オリンピアン・パラリンピアンによる市民スポーツ教室

　　 　参加募集チラシ、ＰＲポスターを作成したが、新型コロナウイルス感染症の影響により、イベ
　　 ントの開催を中止した。

　 　東京2020オリンピック聖火リレーに先立ち、ギリシャで採火した聖火の種火を「復興の火」とし
　 て迎え入れ、石巻南浜津波復興祈念公園中核的施設内での記念式典及び屋外での一般展示を実施し
　 た。

 (1) チュニジア共和国パラリンピック委員会視察受入れ事業（Ｒ1.7.11～13）参加者数：60名

 (3) チュニジア共和国水泳選手団事前合宿受入れ事業（Ｒ2.1.18～2.2）参加者数：60名

　　   市内スポーツ施設や社会福祉施設等の視察及び貞山小学校にて交流事業を実施した。

 (2) ＭＩＹＡＧＩホストタウンフェスティバルｉｎ利府（Ｒ1.8.24～25）参加者数：500名

　　 　宮城県内のホストタウン自治体による相手国の紹介、ＰＲイベントをイオンモール利府店で実
　　 施した。

3　石巻野球フェスティバル・ティーボール体験教室（Ｒ1.11.23/Ｒ1.5.16～10.23）参加者数：590名

5　東京2020オリンピック聖火リレー「復興の火」記念式典及び一般展示(Ｒ2.3.20)参加者数:8,000名

　 　市民の健康増進と野球振興を目的とした野球体験イベント、幼児向けのティーボール体験教室を
　 実施した。

4　あすチャレ！Ｓｃｈｏｏｌ（Ｒ2.2.4～7）参加者数：284名

2　オリンピックデー・フェスタｉｎいしのまき（Ｒ1.8.24）参加者数：108名
　　 日本人オリンピアンと地元小学生等が運動会形式で交流するスポーツイベントを実施した。

実施計画
掲載ページ

　令和元年度は、「復興の火」記念式典及び一般展示の開催により参加者数を大幅に増やし、東京2020
オリンピック・パラリンピック競技大会の周知に大きく貢献したが、令和3年度に延期された同大会の
開催に向けて、更なる機運醸成に取り組む必要がある。
　ホストタウン事業においては、今後、オリンピック選手団、パラリンピック選手団の受入れを推進す
るに当たり、水泳選手団事前合宿受入れの実績を踏まえ、通訳者を増員する等の受入体制の充実を図る
必要がある。

005-004-002-01302 事　業　名 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会機運醸成事業

東京オリンピック・パラリンピック機運醸成事業費Ｐ125 中　事　業

1　ホストタウン事業

目標値 実績値

　 　障がいやパラスポーツへの新たな気づきや学びにつながることを目的に、子どもたちがパラスポ
　 ーツを実際に体験する事業を市内小学校4校で実施した。

事業コード

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の機運を醸成するために、オリンピック・パラリン
ピック種目の体験教室等を実施するとともに、「復興五輪」と称される同大会を本市の復興情報発信の
絶好機と捉え、これまで支援をいただいた国内外の方々に対する感謝・御礼を示すため、チュニジア共
和国の関係者等と市民との交流を行うホストタウン事業及び「復興の火」の展示等を実施する。目的及び事業内容

成　　　　果

予
算
科
目

7 目

2 款

1 項 第 4 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 5 章 心ゆたかな誇れるまち

市民が個性を活かして
輝ける機会をつくる

市民の主体的なスポー
ツ活動を支援する

取　組　実　績

　大勢の方が「復興の火」を観覧されたことから、震災からの復興と国内外からの多くの支援に対する
感謝の気持ちを発信するとともに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた機運醸成
を図ることができた。
　また、チュニジア共和国パラリンピック委員会のスポーツ施設等視察や水泳選手団の事前合宿等の受
入れを経験したことにより、事前合宿地としての誘致に弾みをつけることができた。

　　 　市内スポーツ施設を中心とした事前合宿及び貞山小学校にて交流事業を実施した。

総
合
計
画

地域振興費

(  )総務費

総務管理費
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(  )

離島振興対策費

離島航路維持事業

復
興
計
画

(  )

(  )

実施計画
掲載ページ

( 2 )

第 6 章
地域の個性が輝き融和
するまち

だれもが利用しやすい、生活
を支える公共交通を確保する

離島の交通手段を確保
する

事業コード

目的及び事業内容

Ｐ140 中　事　業

予
算
科
目

8 目

2 款

1 項

総
合
計
画

離島振興費

総務費

総務管理費 第 4 節

006-004-002-00015 事　業　名

Ｈ29 Ｈ30

85,553人 94,376人 90,084人 94,310人

年度

離島航路利用者数

　離島と本土をつなぐ唯一の交通手段である離島航路の安定的な運航確保、経営基盤の強化、離島住民
の生活の安定、福祉の向上を目的に航路事業者に支援を行う。運航経営安定のための欠損分補助、夜間
救急搬送のため田代島の船舶待機費用、島民運賃割引の実施に対する補助金を交付する。

　近年は、2隻の新造船の就航、中央地区に新たな寄港地を追加したほか、鮎川営業所を「観光物産交
流施設cottu」内に移転するなど、利便性が向上した。利用者が増加したことで安定した航路運営が図
られた。
　今後、門脇地区への離島航路駐車場の整備を進め、更なる利用者の利便性向上を図り、引き続き離島
航路維持に努めていく必要がある。

1 離島航路維持費補助金の交付
  安定的な航路運営を実現するため、国、県と協調しながら、航路維持費・島民割引の欠損分の補助金
を交付した。

2 離島航路経営安定化補助金の交付
  夜間における患者の救急搬送を行うため、田代島への船舶及び船員を待機させる費用として補助金を
交付した。

3 離島住民運賃割引の実施に対する補助金の交付
　唯一の交通手段である離島航路の利便性向上のため、島民の運賃割引を実施し、国・県の補助対象外
の運賃収入欠損分の補助金を交付した。

成果に係る評価

成　　　　果

取　組　実　績

104,281人

　地理的条件の制約による若年層の島離れ、高齢化、過疎化の進行が著しく、島民の輸送人員は減少し
ているが、事業者の経営努力や観光施設の復旧等による観光客数の増加によって、輸送人員は震災前を
上回り、令和元年度は昭和54年創業以来過去最高の10万人以上を記録し、安定した航路運航が図られ
た。

Ｈ27 Ｈ28 Ｒ1

国(県)支出金

2,345,725

予算の執行状況
予算額

地方債

7,615,247

決算額の財源内訳

決算額

7,615,247 5,269,522

その他

（単位：円）

一般財源
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成果に係る評価

　令和元年度に駐車場整備事業に必要な土地（全8筆）の用地取得が完了した。また、離島航路排水計
画設計業務も完了し、事業の進捗が図られた。
　排水計画設計が完了したため、離島航路駐車場流末排水工整備工事を令和2年度内の完了を目標とし
て進めている。
　なお、駐車場整備予定地周辺については、堤防工事や南浜津波復興祈念公園整備、鎮守大橋橋梁工事
等の様々な復興事業が実施されていることから、今後も関係機関と連携しながら事業を推進する。

100％4,972㎡

　　　　　　指標項目
　年度

Ｒ1

・離島航路駐車場整備事業に係る用地交渉を実施し、8筆中8筆の用地取得が完了した。
・離島航路排水計画設計業務を実施し、排水計画設計が完了した。

目標値 実績値

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

生活環境の整備

公共交通の復旧

総
合
計
画

離島振興費

( 2 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 5 )

( 3 )

第  章
予
算
科
目

8 目

2 款

1 項

事業コード

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

002-503-003-01224 事　業　名 離島航路駐車場整備事業

離島振興対策費Ｐ191 中　事　業

予算の執行状況
予算額

34,803,111

決算額の財源内訳

決算額

34,802,551 6,402,551

その他

（単位：円）

28,400,000

地方債国(県)支出金 一般財源

1 用地取得
　離島航路駐車場整備事業に必要な土地（全8筆）の用地取得が完了した。

2 離島航路排水計画設計業務
　南浜雨水排水ポンプ場につながる排水設備に接続し、離島航路駐車場内の雨水を排水するため、離島
航路排水計画設計業務を実施した。

3 離島航路駐車場整備業務
　取得した駐車場用地を整地する仮設工事を実施した。

　田代島及び網地島と本土を結ぶ交通機関は本航路のみであり、島民の生活を支える重要な役割を果た
している。また、観光地としても全国的に有名であり、観光客誘致に取り組んでいる。観光拠点の復興
が進み、輸送人員が増加していることを踏まえ、島民、観光客など、離島航路利用者の安全確保と更な
る利用拡大を図ることを目的とし、離島航路駐車場整備事業を実施する。

4,972㎡

○事業進捗率（取得面積）

達成率
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(  )

第 4 節
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第 6 章
地域の個性が輝き融和
するまち

だれもが利用しやすい、生活
を支える公共交通を確保する

だれもが移動可能な手
段を確保する
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算
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目

9 目

2 款

1 項

総
合
計
画

地域交通費

総務費

総務管理費

成果に係る評価

事業コード

　交通空白地域、不便地域の解消を図り、地域住民の移動手段を確保するため、牡鹿地区を除く9地区
で住民バス運行協議会を設立し、各地区の実情に応じた形態で、住民バス及び乗合タクシーを運行す
る。
　地域交通は市民の日常生活を支えるうえで非常に重要な役割を担っているが、少子高齢化の進展等
の社会情勢に伴い、利用者が減少している現状であることから、地域住民の生活交通を確保するため、
運行協議会の交通維持に要する費用に対し補助金を交付する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　住民バス及び乗合タクシーは、交通空白地域の住民の方々が、交通体系に対する不便を解消するた
めに非常に重要な役割を担っていることから、地域住民の実情を踏まえ、運行経路等の運行内容を見
直すなど、適宜、利便性向上のため取り組んだ。
　今後は、仮設住宅の解消に伴い、震災対応の運行体制から、震災前の通常運行体制への転換に向け
取り組むとともに、各地区の利用者の実態を把握しながら、更なる利用率向上のため、路線バスとの
接続等を考慮したバスの再編を検討していく。

006-004-001-00011 事　業　名 住民バス運行費補助事業

地域交通対策関係費Ｐ139 中　事　業

令和元年度運行協議会別補助金の状況

雄勝地区住民バス 雄勝地区住民バス運行協議会 定時定路線 20,376,847円

河南地区乗合タクシー 河南地区乗合タクシー運行協議会 デマンド運行 7,334,961円

名　　　　　　称

予算の執行状況
予算額

74,361,000

決算額の財源内訳

決算額

71,026,070 64,319,070

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金

6,707,000

一般財源

運行主体 運行形態 補助金額

河北地区住民バス 河北地区住民バス運行協議会 定時定路線 6,682,808円

荻浜地区住民バス運行協議会 定時定路線 4,510,185円

桃生地区住民バス 桃生地区住民バス運行協議会 定時定路線 11,366,987円

北上地区住民バス 北上地区住民バス等運行協議会 定時定路線 7,490,119円

合計 71,026,070円

　地域の実情に最適な交通手段の確保を目指し、運行ルートの変更や停留所の新設等を実施しながら
住民バスを運行した事業主体に対し、補助金を交付することで、地域交通を確保した。
　また、石巻市内のバス運行状況をまとめたバスマップを作成、配布し、利便性向上に努めた。

　住民バス及び乗合タクシーの運行費に対する補助を行ったことで、地域住民の移動手段を確保した。
　また、地域の実情に応じた運行ルートの変更など、利用者の利便性向上を図った。

名　　　　　　　称
Ｈ30 Ｒ1

利用者数 便数 利用者数 便数

山の手地区乗合タクシー 山の手地区乗合タクシー運行協議会 デマンド運行 3,382,099円

水押・開北・大橋・水明
地区乗合タクシー

水押・開北・大橋・水明地区住民バス
運行協議会

デマンド運行 3,146,946円

稲井地域乗合タクシー 稲井地域乗合タクシー運行協議会 定時定路線 6,735,118円

荻浜地区住民バス

雄勝地区住民バス 10,346人 8,186便 15,843人 7,810便

河北地区住民バス 5,501人 1,674便 4,005人 1,386便

桃生地区住民バス 8,636人 2,338便 4,627人 2,304便

河南地区乗合タクシー 5,266人 3,248便 4,488人 3,032便

稲井地域乗合タクシー 8,241人 4,394便 7,537人 4,378便

北上地区住民バス 6,871人 1,334便 4,652人 1,422便

山の手地区乗合タクシー 9,013人 4,991便 5,713人 3,598便

荻浜地区住民バス 3,557人 954便 1,085人 282便

合計 65,082人 31,540便 53,741人 27,841便

水押・開北・大橋・水明地区乗合タクシー 7,651人 4,421便 5,791人 3,629便
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教育目的利用区間
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合
計
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(  )総務費

総務管理費 第 4 節

( 1 )
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予
算
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9 目

2 款

1 項

成果に係る評価

事業コード

　牡鹿地区は、主要県道に路線バスが乗入れしているものの、それ以外の地区については、網地島を
含め、公共交通体系が充足していない交通空白地帯となっていることから、住民の日常生活における
移動手段の確保が必要不可欠である。
　地域住民のための交通を維持していくうえで、地区内には交通事業者がいないことから、市が運行
主体となり、市民バスを運行することで、交通弱者等の地区内の移動手段を確保することを目的とす
る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　牡鹿地区の人口減少に伴い、利用者は年々減少している状況であるが、当該市民バスは、移動手段
を持たない交通弱者の通院・買物等の移動手段として活用され、地域住民の足としての役割を果たし
ている。震災後は、利用者の経済的負担を軽減するため、運賃を一律で100円としていたが、復興期間
の終了に伴う通常体制への転換を見据え、平成31年4月から運賃を一律で200円に改正した。
　また、小学生のスクールバスとしての機能も兼ねており、今後も運行を維持していく必要があるこ
とから、適切な路線の再編を検討するとともに、経済面や安全面の観点から車両の小型化を検討する
など、地域の実情に応じたバス運行を実施していく。

006-004-001-00012 事　業　名 牡鹿地区市民バス運行事業

牡鹿地区市民バス運行事業費Ｐ140 中　事　業

　一部供用を開始した復興県道を通行する運行経路への変更のほか、震災対応から通常運行に転換す
るための運賃の見直しを実施した。

運行概要

予算の執行状況
予算額

30,938,000

決算額の財源内訳

決算額

30,826,130 27,976,230

その他

（単位：円）

2,043,900

地方債国(県)支出金

806,000

一般財源

路線名 運行状況

寄磯～鮎川線 平日 13便/日　土曜日 4便/日　(日・祝日・年末年始は原則運休)

泊～清優館線 平日  7便/日　土曜日 4便/日　(日・祝日・年末年始は原則運休)

泊～大原線 平日  1便/日　(土・日・祝日・年末年始は原則運休)

網地島線 5便/日 (年末年始は原則運休)

　復興県道の一部供用に対応した路線編成や運賃の見直しなど、利便性向上に向けた取組を実施した。
　また、復興関連工事で整備している通学路の歩道整備が未完了であることから、当該市民バスは、
小学校までのスクールバスとしての機能も兼ねており、小学生の安全な通学手段が確保された。

市民バス運行実績

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

一般利用 15,760人 15,424人 14,329人

教育目的利用 9,424人 9,523人 7,503人

利用者数合計 25,184人 24,947人 21,832人

運行便数 7,259便 7,286便 7,179便

路線名

寄磯～鮎川線

泊～清優館線

利用区間

寄磯～小渕（上り4便、下り4便）

鮎川金山～鮎川小（上り1便、下り2便）
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　地域の実情に応じた交通手段を確保、維持するため、運行事業者に対し運行費補助を行った。
　また、令和元年10月から交通空白地の解消及び利便性向上のため、石巻渡波線の運行を開始した。
　さらに、利用者の利便性向上のため、市内のバス運行状況をまとめたバスマップを作成し、市民への
配布を行った。

年度

広域バス路線・系統数

うち1日あたりの輸送量が
15人以上の路線・系統数

石巻駅前～門脇五丁目～石巻駅前

石巻駅前～いしのまき元気いちば～石巻駅前

石巻駅前～蛇田～日赤病院（石巻）

石巻駅前～さくら町西～イオン石巻東店

石巻駅前～いしのまき元気いちば～イオン石巻東店

石巻駅前～不動町一丁目～イオン石巻東店

山下門脇線

石巻日赤線

合計

6路線6系統

2路線2系統

Ｈ30

6路線6系統

2路線2系統

Ｈ29

6路線6系統

2路線2系統

鹿妻線

石巻渡波線（Ｒ1.10～）

1,107,000円

補助金額

137円

5,779,601円

4,428,359円

9,370,164円

12,428,551円

1,784,000円

2,952,000円

8,866,000円

2,011,000円

6,671,000円

15,618,000円

2,539,000円

石巻駅前～傘松～河南総合支所

石巻駅前～石巻専修大学～飯野川

イオン石巻東店～荻浜～鮎川港

イオン石巻東店～サンファンパーク～鮎川港

石巻駅前～筒場～女川運動公園前

石巻駅前～石巻専修大学～ルネッサンス館

石巻駅前～中里六丁目～石巻あゆみ野駅

1,375,000円

石巻専修大学線

河北線

鮎川線

女川線（嵩上げ補助）

石巻専修大学線

中里線

石巻あゆみ野駅～鹿又駅前～飯野川

石巻駅前～筒場～鮎川港

石巻駅前～サンファンパーク～鮎川港

予算の執行状況
予算額

78,909,000

決算額の財源内訳

決算額

74,929,812 41,586,717

その他

（単位：円）

33,343,095

地方債国(県)支出金 一般財源

74,929,812円

事業コード

　自家用車等の移動手段を持たない交通弱者や運転が不安な市民の日常生活における交通手段を確保す
るため、地域を跨ぐバス路線と地域内を運行するバス路線の維持を支援することを目的とする。
　事業内容としては、株式会社ミヤコーバスが運行する、合併前の複数市町を跨ぐ「広域路線」と合併
前の石巻市内のみを運行する「市単独路線」の運行費に対して補助を行う。目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

　日常生活における市民の交通手段確保の観点から、持続的に路線バスを維持していくことは、非常に
重要である。
　国庫補助金については、現在は震災特例対応により、輸送量の要件が緩和されており、全路線が国庫
補助の対象となっているが、令和2年度をもって震災特例対応が終了することから、利用率の低い路線
が国庫補助の対象外となる可能性があり、市の補助金負担が増加することが見込まれる。
　平成31年4月からはICカードを導入しており、利用者の利便性向上だけでなく、利用者の実態を把握
することができる観点からも非常に重要な役割を持っていることから、今後は、利用者の現状を的確に
把握したうえで、利用者の増加や利便性向上を図るため、住民バスや鉄道等との接続を考慮した路線の
再編を検討していく必要がある。

006-004-001-00010 事　業　名 路線バス運行維持対策補助事業

地域交通対策関係費Ｐ139 中　事　業

取　組　実　績

成果に係る評価

成　　　　果

　前年度と比較し、経常収益が向上した路線が増加したが、未だに乗車率が低い路線も多いことから、
総じて市の補助金額は増加している。また、広域バス路線については、国庫補助の対象となる1日あた
りの輸送量が15人以上の路線は2路線2系統であり、利用率向上に向けた取組が必要である。

路線名 運行経路

石巻駅前～石巻あゆみ野駅～日赤病院

広域
バス
路線

市
単独
路線

石巻免許センター線

Ｒ1

河南線

予
算
科
目

9 目

2 款
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1　審議会等の女性委員の登用率 2　女性人材リスト登録者数

総
合
計
画

男女共同参画推進費

(  )総務費

総務管理費 第 2 節

( 3 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 1 章 ともに創る協働のまち

市民のまちづくりに対
する関心を高める

男女共同参画社会を構
築する

予
算
科
目

10 目

2 款

1 項

事業コード

　男性も女性もすべての個人が社会の対等な構成員として、自らの意思によってあらゆる分野の活動に
参画する機会が確保され、政治的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ共に責任を担う
男女共同参画社会の実現を目指し、総合的かつ計画的に推進するため、石巻市男女共同参画基本計画の
進行管理及び女性人材育成事業や啓発事業を実施する。目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

　女性委員の登用率に関しては、関係課の委員改選時期に個別に女性人材リストの活用を働きかける
等、より積極的な施策を検討する。
　女性人材リスト登録者数については,周知方法等を再検討し、登録者数の増加を目指す。
　男女共同参画社会の実現のためには、多様な層の意識の醸成が必要なことから、引き続き、関係課や
女性活躍推進会議と連携を図り、啓発セミナーや情報周知等において、有効な施策を実施していく。

001-002-003-00017 事　業　名 男女共同参画推進事業

男女共同参画推進費Ｐ15 中　事　業

成果指標

目標値 実績等

　石巻市男女共同参画基本計画（第3次）に基づく各種施策の実施により、男女共同参画社会の形成の
促進や意識啓発が図られた。
　成果指標については、市の審議会・委員会等への女性委員の登用率の目標値は40％であるが、令和元
年度実績は25.8％だった。女性人材リストの登録者は市外への転勤・移住等により登録者数が4名減少
したが、新たに1名登録され139人となった。

146人

一般財源

成果に係る評価

予算の執行状況
予算額

1,313,365

決算額の財源内訳

決算額

755,135 574,135

その他

（単位：円）

181,000

区分区分
成果指標

目標値 実績等

40.0％ 26.5％ Ｈ29 180人

地方債国(県)支出金

1　石巻市男女共同参画基本計画（第3次　平成29～令和2年度）の進捗管理
　（1)石巻市男女共同参画推進審議会
　 　「平成30年度の取組成果は概ね妥当」との評価を得た。
　（2)調査により各種指標の指数を把握した。

2　石巻市男女共同参画基本計画（第3次）に基づいて、各種男女共同参画推進事業を実施
　 ※主な事業のみ掲載
　（1)市の審議会・委員会等への女性の参画促進
　　 「女性人材リストの管理、登録者募集、活用促進」
　（2)女性の人材育成
　　 「女性人材育成セミナー」
　（3）市職員・教員の意識啓発
　　 「ハラスメント研修」「性的マイノリティ講演会」
　 (4)男女共同参画の視点からの意識啓発
　　 「男女共創セミナー」「男女共同参画週間」「出前講座」「桜坂高等学校講話」
　（5)市の証明書等の性別記載削除の推進
　（6)男女間におけるあらゆる暴力の根絶と被害者支援の推進
　　　「被災地におけるＤＶ予防啓発講座」「ＤＶ相談窓口ＰＲカード配布」
　（7)復興・防災における男女共同参画の推進
      「多様な視点からの防災対策実践講座」
　（8)関係団体の男女共同参画推進事業に対する後援
　（9)市報、市ホームページ、資料配布等を通しての意識啓発

取　組　実　績

成　　　　果

Ｒ1 40.0％ 25.8％ Ｒ1 180人 139人

Ｈ30 40.0％ 27.1％ Ｈ30 180人 142人

Ｈ29
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　女性活躍推進セミナー（イクボス研修）では、管理職だけではなく、人事・総務の担当者、職場環境
を改善したいと考えている方などを対象としたことで、職場での立場に関わらず、ワークライフバラン
スの実現に向けた理解促進が図られた。
　また、家事ギャップ解消セミナーでは、講話・実習を通じて、家庭内における家事に関する意識・行
動のギャップを解消するとともに、男性の家事や育児に対する理解促進が図られた。
　事業者アンケート調査により、事業所における女性の活躍を推進する上での課題や取り組み状況を知
ることができた。

  「イクボスによる働き方改革～部下が輝く上司のススメ～」

決算額

937,745 507,505

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金

430,240

一般財源

　(1)参加者　24名（市内在住・在勤の方）

　(1)参加者　25名（市内事業所・保育園・幼稚園で複数人をまとめる立場の方）

   　協  力　ライオン株式会社（包括連携協定）

1　イクボス研修

　(2)共　催　ライオン株式会社（包括連携協定）

4　女性活躍推進セミナー（イクボス研修）

2　家事ギャップ解消セミナー

3　女性活躍推進に関するアンケート調査

　(1)調査対象　市内に本社、営業所を有する事業者

事業コード

　育児に対する男性の意識改革を図り、夫婦がともに仕事、家事、育児等を両立させる意識を醸成する
ことで、女性の社会進出、女性の活躍促進にもつながることを目的とする。

目的及び事業内容

　(1)参加者　21名（市内在住・在勤の夫婦等）

　(2)後　援　石巻市女性活躍推進会議、公益社団法人石巻法人会

　男性の育児を含むワークライフバランスの実現に向けた職場の上司の理解促進のために「イクボス研
修」を実施したほか、育児だけでなく、家事についても性別役割分担意識があるため、家事支援に焦点
を絞った「家事ギャップ解消セミナー」を開催した。
　また、事業所内における女性の活躍を推進するため、事業者アンケートを実施した。

　(2)配布数　　1,865件

　(3)有効回答数　615件（有効回収率32.9％）

予算の執行状況
予算額

1,183,525

決算額の財源内訳

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　イクボス研修において、アンケート調査をした結果、全員から「大変満足」「やや満足」と回答があ
り、受講生から高い評価を受けている。
　また、参加者からは、家庭での育児や家事分担について「意識が変わった」との声が多く寄せられ、
男性の育児を含むワークライフバランスの実現に向け、今後も事業を継続していく必要がある。

004-003-001-01127 事　業　名 子育てパパ育成事業

男女共同参画推進費Ｐ77 中　事　業

　「笑顔で働く人をいっぱいに！今より職場に笑顔を増やそう！」

成果に係る評価

予
算
科
目

10 目

2 款

1 項

総
合
計
画

男女共同参画推進費

(  )総務費

総務管理費 第 3 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 4 章
安心して健やかに暮ら
せるまち

安心して子どもを産み育てら
れる支援体制を確立する

子育てを支援する環境
を整備する
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事業実施校数等

　年々、事業の実施を希望する中学校が増え、生徒数が少ないことによる隔年実施等の2校を除いた17
校での実施となった。妊婦体験や乳幼児とのふれあいが中学生にとっては新鮮であり、特に乳幼児との
ふれあいの時間は、生徒たちにとって有意義な体験となっている。
　また、ふれあい体験に延べ171組の親子に参加していただき、「中学生の役に立てて良かった」「親
子ともに良い経験となった」との感想をいただいている。

予算の執行状況
予算額

2,803,110

決算額の財源内訳

決算額

2,503,110 1,253,110

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金

1,250,000

一般財源

成果に係る評価

事業コード

　中学生を対象に父親・母親の疑似体験をすることにより、妊産婦への思いやりを育み、命の大切さ、
子供を産み育てることの意義を理解してもらう。また、自分の将来像(結婚→妊娠→出産→育児)のイ
メージを浮かべながら、夫婦が共に育児に関わる必要性を啓発する。
　中学生の生徒に乳幼児との触れ合いを通じて、子を産み育てることの重要性を思春期において理解し
てもらい、中長期的な観点から、子育て世代を社会全体で支えるまちづくりを目指すものである。

目的及び事業内容

17校

854人（448/406）

1,112人（557/555）

140組（158人）

171組（211人）

Ｈ29 14校

生徒数（男/女）

977人（504/473）

親子数（乳幼児数）

109組（129人）

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　生徒を対象としたアンケート結果によると、妊婦体験や乳幼児とふれあう学習について、ほとんどの
生徒が「良かった」「まあ良かった」と回答している。また、多くの生徒にとって、自分の将来を考え
るきっかけとなっており、満足度の高い内容であることがうかがえる。
 生徒にとっては、講話や乳幼児とのふれあいを通じ、命の大切さや子どもを育てることの大変さを学
ぶ貴重な体験ができると同時に、性に対する正しい知識やデートＤＶ、多様な性に関する意識の醸成な
ども図られることから、今後も事業を継続していく。

004-003-001-01126 事　業　名 親になるための教育事業

男女共同参画推進費Ｐ76 中　事　業

学校数

　市内中学校19校のうち、実施希望17校に対し事業を行い、合計1,112人の中学生が受講した。前年度
に引き続き、命の誕生から成長までの講義とともに、生徒一人ひとりが妊婦ジャケットの着用を行い、
赤ちゃん人形を抱っこする体験をした。また、各校に乳幼児親子が参加し、中学生が乳幼児とふれあう
時間を設けた。
　あわせて、講座内容にデートＤＶのほか、性的マイノリティを取り入れ、性の多様性についての認識
を深めてもらうよう努めた。

Ｈ30 15校

Ｒ1

予
算
科
目

10 目

2 款

1 項

総
合
計
画

男女共同参画推進費

(  )総務費

総務管理費 第 3 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 4 章
安心して健やかに暮ら
せるまち

安心して子どもを産み育てら
れる支援体制を確立する

子育てを支援する環境
を整備する
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取　組　実　績

成　　　　果

　(1) 日　　程：令和2年3月25日～31日(5泊7日)

  (2) 研修場所：イタリア共和国　チビタベッキア市、ローマ市

　(3) 参 加 者：市内在住高校生14名

2　青少年海外研修事業（派遣）

　※新型コロナウイルス感染拡大予防のため事業中止（事前ワークショップ2回開催後、中止決定）

　チビタベッキア市からの高校生の受入事業は22年ぶりであり、市内に所在する各高校の多大なる協力
のもと交流事業が実現した。各高校では、異国の地からの訪問団を、学校の特性を生かした様々な交流
内容で迎え、訪問団には本市の高校そして高校生について、理解を深めてもらうことができた。
　また、チビタベッキア市の高校生によるプレゼンテーション等の交流事業を通して、多くの本市高校
生が異国の人々、言語そして文化に触れることができ、チビタベッキア市についての理解の促進を図る
ことができた。
　青少年海外研修事業（派遣）については、新型コロナウイルス感染拡大予防のため中止となったが、
2回の事前ワークショップを通し、参加者は、先人達の偉業そしてチビタベッキア市と本市の繋がりを
深く学ぶことができた。

　  ア 石巻市立桜坂高等学校、宮城県石巻高等学校、宮城県石巻好文館高等学校への訪問見学及び
　　　高校生間交流

  (2) 来 訪 者：チビタベッキア市高校生及び専門学校生6名、
　　　     　　 引率者4名（市議会議員、行政職員、石巻友好協会会長、専門学校教員）

　(4) 事業内容：各高等学校並びに専門学校への訪問を始め、チビタベッキア市の高校生を中心とする
　　　 　　　　 市民との交流

予
算
科
目

11 目

2 款

1 項

総
合
計
画

国際交流費

(  )総務費

総務管理費 第 3 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 2 章
個性と創造性豊かな未来
の担い手をはぐくむまち

新たな時代を創造する
人材を育成する

広い視野を持つ人材を
はぐくむ

成果に係る評価

事業コード

目的及び事業内容

2,903,210

その他

（単位：円）

　チビタベッキア市との交流事業は、本市の将来を担う高校生にとって国際交流を経験できる貴重な機
会であり、異国の人々、文化、言語等に触れることにより、国際感覚を養う一助となるとともに、これ
まで長い年月をかけて両市民が築いてきた友好関係をより深めることができる大変有意義な事業である
ことから、次年度以降も交流事業の継続が必要である。

　支倉常長の功績により歴史的な絆で結ばれた両市が、これまで築いてきた友好協力関係を継続・継承
し、両市民の相互理解を図るとともに、現代のグローバル化に対応できる国際感覚豊かな人材を育成す
るため、両市高校生が相互に訪問し姉妹都市交流を実施する。

1  チビタベッキア市青少年文化交流訪問団受入

  (1) 日    程：令和元年12月10日～13日(3泊4日)

  (3) 事業内容

　　イ 支倉常長に関する市内名所への視察訪問等

　  ウ 歓迎交流会

　　エ お琴体験

　　オ 茶道体験

実施計画
掲載ページ

002-003-001-00585 事　業　名 イタリアチビタベッキア市との姉妹都市交流事業

国際交流推進費Ｐ34 中　事　業

一般財源
予算の執行状況

予算額

9,524,200

決算額の財源内訳

地方債国(県)支出金

決算額

2,903,210
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国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

決算額の財源内訳

決算額

12,768,148

目的及び事業内容

予算の執行状況
予算額

16,315,000 12,768,148

その他

（単位：円）

取　組　実　績

1  温州市民代表団（バトミントン協会等）の受入（友好都市締結35周年記念事業）
　(1) 受入日程：平成31年4月14日～16日
　(2) 来訪者数：15名
　(3) 内    容：バトミントン・卓球交流試合、交流会、市内視察
　
2  温州市政府代表団受入（友好都市締結35周年記念事業）
　(1) 受入日程：令和元年8月25日～27日（温州市写真展開催日程：令和元年8月26日～9月3日）
　(2) 来訪者数：5名
　(3) 内    容：友好都市締結35周年記念式典の開催、温州市写真展の開催、市内視察

3  石巻市友好代表団の温州市訪問（友好都市締結35周年記念事業）
　(1) 訪問日程：令和元年9月26日～30日
　(2) 訪問者数：行政訪問団12名、市民訪問団7名
　(3) 内    容：35周年記念式典の開催、石巻市写真展の開催、浙江（温州）輸入消費品博覧会への
　　　　　　　　ブース出展

4  第5回いしのまき復興マラソンへの受入
　(1) 受入日程：令和元年6月21日～24日
　(2) 来訪者数：4名
　(3) 内    容：いしのまき復興マラソンへの参加、交流会、市内視察

5  2019温州マラソン大会への選手派遣
　(1) 派遣日程：令和元年11月29日～12月3日（大会開催日程：令和元年12月1日）
　(2) 訪問者数：招待選手2名
　(3) 内    容：石巻市マラソン訪問団の派遣

　友好都市締結35周年記念事業及び両市のマラソン大会に係る交流事業では、両市の行政や市民間の交
流を活発に行うことができたとともに、浙江（温州）輸入消費品博覧会への本市ブース出展及び両市写
真展開催により、広く両市民への相互理解を促進することができた。
　また、本市での市内視察や輸入消費品博覧会を通し、本市の米や魚介類について紹介し、味や品質の
良さを確認していただくことができたことにより、今後の経済交流に向けて一歩踏み出すことができ
た。

　両市が、これまで長い年月を経て築き上げてきた友好関係を、令和元年度の35周年記念事業を通して
更に深めることができ、相互の協力体制の促進が図れたことから、新型コロナウイルスの影響で日本で
も緊急事態宣言が発令された際には、温州市をはじめ、本市を想う市民や民間団体からも感染予防のた
めのマスク等の支援が届き、両市の絆の深さを改めて実感した。
　また、35周年記念事業を通し、今後の経済交流や青少年交流についても話があり、新型コロナウイル
スが収束した暁には、両市のすばらしい友好関係を継続していくため、また、経済発展のため、様々な
交流内容を展開していく必要がある。

　「2017年から2024年までにおける両市の友好交流計画に関する議定書」に基づき、文化・スポーツ等
の様々な交流事業を通して、両市の友好親善関係を促進するとともに、両市民の相互理解を深めること
を目的とする。
　令和元年度は、友好都市締結35周年の節目の年となり、相互の訪問交流を中心に交流事業を展開す
る。

地方債

実施計画
掲載ページ

002-003-001-00018 事　業　名 温州市との友好都市交流事業

国際交流推進費Ｐ33 中　事　業

事業コード

予
算
科
目

11 目

2 款

1 項

復
興
計
画

(  )

(  )

第 2 章
個性と創造性豊かな未来
の担い手をはぐくむまち

新たな時代を創造する
人材を育成する

広い視野を持つ人材を
はぐくむ

成　　　　果

総
合
計
画

国際交流費

(  )総務費

総務管理費 第 3 節

( 1 )
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64％

Ｈ27

78％

Ｈ28

72％

Ｈ29

96％

Ｈ30

98％

　【外国人相談件数】

目標

実績 39件 36件 48件 49件

50件 50件 50件 50件

Ｒ1

50件

32件（うち新規14件）

　【市内在住外国人の状況】

1　開設状況

　(1) 月曜日：タガログ語・英語（フィリピン人通訳）

　(2) 火曜日：中国語（中国人通訳）

　(3) 水曜日：韓国語（韓国人通訳）※6月より不在

　(4) 木曜日：ベトナム語・英語（ベトナム人通訳）

　平成30年度に引き続き、窓口紹介ポスターの掲示やカードの配布を行ったことにより、多少の周知は
図れているが、新規相談者より「今まで外国人相談窓口の存在を知らなかった。」などの声が聞かれる
ことから、他課の協力も得て、新たに本市に転入してくる外国人へ必ず外国人相談窓口の紹介カードが
手に渡るよう体制を整えるとともに、言語により相談件数にばらつきがあることから、対応する言語も
精査する必要がある。
　また、昨年度課題としていた週末に開催しているじゃぱNeeds塾や日本語教室への相談員の派遣につ
いては、通訳員としてじゃぱNeeds塾への派遣を行い、参加者への窓口の周知や支援体制の強化につな
げることができたことから、引き続き実施していく。

合計件数日本語

16件 6件 0件 6件 1件 3件件数

843人 1,012人 1,044人 1,242人 1,313人

ネパール語

4　言語別相談件数

　新型コロナウイルスの影響から、令和2年1月～3月の相談者数は3件のみとなり、年間の相談者数を過
去2年間と比べると、15件以上少ない相談件数となったが、新規相談者の件数は約半数であり、相談窓
口の存在が外国人の間で徐々に浸透してきている。
　異国の地で生活する外国人にとって各種手続きの通訳、市政情報の提供、日本語教室の紹介など、あ
らゆる情報を提供できる相談員は心強い存在であり、外国人相談窓口の設置により、外国人の不安や負
担を軽減し、安心して暮らせるまちづくりを推進することができた。

総
合
計
画

(  )

第 3 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 1 章

　(2) 生活に係る悩み相談

　(3) その他相談（日本語教室について、子どもの学校等についてなど）

ともに創る協働のまち

市民満足度の高い行政
サービスを提供する

行政サービスの質の向
上を図る

予
算
科
目

11 目

2 款

1 項

国際交流費

総務費

総務管理費

実施計画
掲載ページ

001-003-002-01243 事　業　名 外国人相談窓口開設事業

国際交流推進費Ｐ15 中　事　業

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

2　開設場所

　(1) 復興政策部地域振興課内

3　相談内容

　(1) 行政手続きの通訳及び補助

32件

取　組　実　績

成　　　　果

言語 中国語 ベトナム語

一般財源

成果に係る評価

事業コード

目的及び事業内容

予算の執行状況
予算額

922,000

決算額の財源内訳

決算額

491,280 491,280

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金

　言語や生活習慣や様式が違う外国人住民が、地域の一員として日本人住民と共生しながら安心して暮
らせるまちづくりを推進するため、外国人相談窓口を設置し、行政手続きの通訳をはじめ、市政の情報
提供、日本語教室や各種専門機関の紹介などを行う。

年度

達成率

人数

韓国語 タガログ語
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取　組　実　績

成　　　　果

Ｈ29 200人 271人 135％

Ｈ30 150人 182人 121％

Ｒ1 150人 153人 102％

37回

33回

多文化交流会①～石巻専修大学理工学部研究室実習体験 ～

浴衣着付け交流会＆ごみ分減量講座

内容

Ｈ29

Ｈ30

Ｒ1

年度 学習者数

年度 目標 実績 達成率

年度

Ｈ29

Ｈ30

学習者数

21人

38人15カ国

16カ国

開講回数

39回30人

42人

45人

出身国数

9カ国

　じゃぱNeeds塾においては、平均参加者数が25名を超え、技能実習生、日本人配偶者、留学生などの
外国人住民と大学生や主婦などの日本人住民が国籍、言語、年齢に関係なく、様々な内容で相互理解を
深めながら、交流が図られた。
　日本語教室においては、年々学習者が増加している中、研修会や交流会も定期的に開催し、外国人が
楽しく生活できるよう、継続的な支援や活発な活動を実施した。

多文化交流会②～石巻専修大学ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ愛好会と日本の遊び体験～

「みんなで歌おう！」音楽教室交流会

ストレッチ体操＆正月料理実習交流会

外国人茶道体験交流会

153人

開講回数

22回

23回

Ｒ1 40人 4カ国 24回

出身国数

1カ国

3カ国

　じゃぱNeeds塾の開催及び日本語教室の開講により、外国人同士や外国人と日本人との交流が生ま
れ、日本語や日本文化等を学びながら相互理解を深められたことから、今後も外国人が安心して暮らせ
る多文化共生社会を推進するため、事業を継続する必要がある。

　多文化共生社会推進のため、外国人住民が安心して暮らせる地域づくりを目指し、外国人同士や外国
人と日本人との交流の場を設け相互理解を促進する「じゃぱNeeds塾」を開催する。
　また、本市に居住する外国人を対象に日本語教室を運営し、学習支援及び生活支援を行っている団体
に補助金を交付するとともに、各種事業を共催する。

　【じゃぱNeeds塾参加人数】

予算の執行状況
予算額

981,000

決算額の財源内訳

決算額

688,713 688,713

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

　(3) 研修会・交流会の開催：消防見学と防災研修会、インターナショナル交流会、お花見交流会、
　　　　　　　　　　　　　　多文化な街づくりセミナーin石巻、いも煮会交流会、クリスマス会、
　　　　　　　　　　　　　　ほか

2　外国人のための日本語教室開催等（補助金交付）

　(1) 石巻中央公民館教室（一般外国人対象）　　(2) 総合福祉会館みなと荘教室（技能実習生対象）

1  じゃぱNeeds塾（多文化共生社会推進事業）（全6回）

事業コード

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

001-003-002-01244 事　業　名 日本語教室等開設事業

国際交流推進費Ｐ16 中　事　業

予
算
科
目

11 目

2 款

1 項

総
合
計
画

国際交流費

総務費

総務管理費 第 3 節

( 2 )

復
興
計
画

第 1 章 ともに創る協働のまち

市民満足度の高い行政
サービスを提供する

行政サービスの質の向
上を図る

計

　(1) 参加者の国籍：ベトナム、ミャンマー、インドネシア、中国、日本、台湾（6カ国）

　(2) 参加者数及び内容

第1回

第2回

回数

第3回

第4回

第5回

第6回

人数

35人

17人

24人

13人

28人

36人

(  )

(  )

(  )
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4

7

10 1～1/31

石巻市交通安全大会

5 11～20

22

9 21～30

11 27～30

12 4～31

13

2 22

3 22

※臨時の飲酒運転根絶キャンペーンを9/30と11/22に市役所周辺国道398号線沿いで実施

復
興
計
画

(  )

1 項 総務管理費 第 6 節
日常の身近な安全性を
高める

(  )

2

目的及び事業内容

　各世代や歩行者・運転者へ交通安全意識の高揚を図り、交通安全運動の励行や飲酒運転の根絶を目指
し、交通事故の撲滅を図る。
　広く市民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付
けるために警察機関、交通安全指導隊、交通安全母の会等の関係団体と連携し、各種行事等の開催や、
パトロール活動、周知活動、広報活動を推進し交通事故防止に寄与する。

款 総務費
総
合
計
画

第 4 章

実施計画
掲載ページ

Ｐ103 中　事　業 交通安全対策費

事業コード 004-006-001-00002 事　業　名 交通安全推進事業

14 目 交通安全対策費 ( 1 )
交通事故の発生を防止
する

(  )

予
算
科
目

安心して健やかに暮ら
せるまち

夕暮れ時の交通事故防止運動 市報掲載による広報

5 11～20 春の交通安全運動 交通安全キャンペーンの実施
広報車による広報活動
交通安全指導隊等による街頭指導

21～8/20 夏の交通事故防止運動 市報掲載による広報

市報掲載による広報

1～31 年末の交通事故防止運動 交通安全指導隊等による街頭指導

11 県民総参加による交通安全運動の推進
交通事故のない安全で快適な社会実現

30

19 第50回宮城県交通安全県民大会

交通安全と飲酒運転根絶に向けた市民
への意識啓発活動

12 1～2/29 冬の安全運転1・2・3運動

第13回宮城県飲酒運転根絶県民大会 飲酒運転根絶の意識を高める大会

秋の交通安全運動に伴う飲酒運転根絶活動 市報・市ホームページ掲載による広報

飲酒運転根絶啓発チラシの作成配布 全戸配布による周知活動

飲酒運転根絶活動として下記の事業を実施した。

月　　日 事　業　名 事　業　内　容

春の交通安全運動に伴う飲酒運転根絶活動 市報・市ホームページ掲載による広報

飲酒運転根絶広報 新聞掲載

成　　　　果

　春季及び秋季の交通安全運動のほか、石巻市交通安全都市推進協議会等の関係機関・団体との連携に
より、交通事故防止、飲酒運転根絶を推進し、交通安全意識の高揚が図られた。また、交通安全大会の
ほか、各種広報活動により安全安心な交通社会への実現に寄与した。

成果に係る評価

　交通安全指導隊による街頭指導43回、学校等での交通安全教室61回を開催し、交通安全意識の高揚を
図ることができた。
　交通事故は年々減少傾向にあるが、令和元年は歩行者、高齢者の死傷者割合が県平均を上回った。ま
た、飲酒運転根絶に向けた活動により、令和元年は前年より飲酒運転事故が減少したものの根絶には
至っておらず、交通事故防止及び飲酒運転根絶の達成に向け、啓発活動を重点に事業を推進していく必
要がある。

飲酒運転根絶広報 市役所2階電子掲示板による広報

年末の飲酒運転根絶キャンペーン 市内2店舗で啓発活動

飲酒運転根絶広報 新聞掲載

取　組　実　績

各種交通安全運動として下記の事業を実施した。

月　　日 事　業　名 事　業　内　容

上旬 新入生児童に対する交通事故防止 ランドセルカバー、黄色い帽子の配布

9 21～30 秋の交通安全運動 交通安全キャンペーンの実施
広報車による広報活動
交通安全指導隊等による街頭指導

3,300,000 3,300,000 500,000 2,800,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

- 31 -



主な年次計画

平成28年度　基本計画

平成29年度　基本設計・実施設計

平成30年度　建設工事

令和元年度　建設工事・供用開始

予算の執行状況
予算額

162,330,094

決算額の財源内訳

決算額

161,375,333 21,775,333

その他

（単位：円）

139,600,000

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

　現在の蛇田支所と蛇田公民館は、狭あいで老巧化が進み、駐車場が不足している現状である。
  また、蛇田地区は人口が急増しており、将来を見据えた新たな公共サービスの拠点が必要となってい
ることから、蛇田支所と蛇田公民館からなる複合施設として整備するもの。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　令和元年度の工事を順調に進め、1月から供用を開始することができた。

001-003-002-01104 事　業　名 蛇田支所等複合施設整備事業

蛇田支所等複合施設建設事業費Ｐ16 中　事　業

　建設工事を平成30年度より引き続き施工した。
　
　概要
　敷地面積　　5,497.83㎡
  建物構造　　鉄筋コンクリート造2階建
　延床面積　　1,993,62㎡（支所　362.94㎡、公民館　1,389.45㎡)

　令和元年12月に完成し、令和2年1月供用開始した。

予
算
科
目

17 目

2 款

1 項

総
合
計
画蛇田支所等複合施設建

設事業費

(  )総務費

総務管理費 第 3 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 1 章 ともに創る協働のまち

市民満足度の高い行政
サービスを提供する

行政サービスの質の向
上を図る
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Ｈ31(Ｒ1)

被爆体験者講話

成果指標：研修参加人数
達成率等 講話参加人数 実施校

目標値 実績値

Ｈ29

万石浦中学校
全学年

渡波中学校
全学年

Ｈ30

9人 9人 100％

91人

(  )総務費

総務管理費 第 3 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 2 章
個性と創造性豊かな未来
の担い手をはぐくむまち

新たな時代を創造する
人材を育成する

広い視野を持つ人材を
はぐくむ

総
合
計
画

諸費

成果に係る評価

事業コード

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

予
算
科
目

26 目

2 款

1 項

　　　研 修 先：広島市

　　　日　　時：令和元年8月5日(月)～7日(水)

8人 8人

11人 11人

　市の将来を担う中学生が、広島市主催の平和記念式典への参列や被爆体験者による講話の聴講を通し
て、平和の尊さや戦争の悲惨さを学ぶことにより、自身が平和活動を行うことの重要性を自覚し、文化
祭発表等で家族や友人、市民へ広く非核平和について啓発を行うなど、恒久平和に貢献できる人材の育
成が図られた。

　　　対 象 者：石巻、住吉、門脇、蛇田、山下、青葉、河南東、河南西、桃生の各中学校から1名
　　　　　　　　（計9名）

　　　　　　　　　原田　浩　氏（元・平和記念資料館長）

100％

317人

非核平和都市推進費Ｐ35 中　事　業

　以下のとおり事業を実施した。

1 　平和記念式典等への中学生派遣事業

　市の将来を担う中学生を対象として、核兵器が人類に及ぼした悲惨な現実と平和の尊さを学ぶことを
目的に、広島市が主催する平和記念式典への参列などを行う中学生派遣事業及び市内中学校における原
爆被爆者を講師とした被爆体験者講話を実施し、恒久平和に貢献する人材の育成を図る。

一般財源

　参加した中学生は、平和記念式典への参列や平和記念資料館の見学を通して、改めて平和の尊さを学
び、研修後には文化祭等で、研修内容や実際に見て感じた戦争の悲惨さ、平和に対する思いなどを発表
し、家族や友人のみならず広く市民に対して啓発活動を行った。
　また、被爆体験者による講話は、戦争の真の恐ろしさ、そして二度と戦争を起こしてはならないとい
う平和への心からの思いに触れることのできる貴重な機会となっており、私生活ではあまり意識するこ
とのない戦争や平和を自身に関係のあることとして認識し直すきっかけとなっている。
　今後も非核平和の啓発や恒久平和に貢献できる人材の育成及び戦争の悲惨さを後世へと伝え続けるた
めにも、本事業を継続して実施していく必要がある。

002-003-001-00022 事　業　名 非核平和推進人材育成事業

　　　日　　時：令和元年11月14日(木)　午後1時30分～午後3時00分

　　　会　　場：万石浦中学校　体育館

      講　　師：（公財）広島平和文化センター被爆体験証言者

　　　テ ー マ：「ヒロシマの願いを世界へ」

2   被爆体験者講話

　　　対 象 者：万石浦中学校　全学年生徒190名

      研修内容：平和記念式典への参列、被爆体験者講話の聴講、平和記念資料館の見学　等

100％

青葉中学校
2年生

区分

平和記念式典等への中学生派遣事業

190人

予算の執行状況
予算額

2,270,000

決算額の財源内訳

決算額

2,009,538 2,009,538

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金

- 33 -



円

円

円

円

防犯灯新規設置費補助金

防犯灯交換費補助金

防犯灯電気料金補助金

Ｒ1

区分

－

643灯

1,770灯

101.3％

－

－

実績等

90灯 －

635灯

成果指標
達成率

合計 218件 23,743,000

　町内会等の負担軽減と夜間における安全性の確保、犯罪防止に寄与し、地域住民の安全と安心の向上
が図られた。

目標値

補助金交付対象灯数

補助金種別

防犯灯交換費補助金 72件 15,735,000

防犯灯電気料金補助金 117件 2,888,000

補助金種別 交付件数 補助金額

防犯灯新規設置費補助金 29件 5,120,000

予算の執行状況
予算額

37,000,000

決算額の財源内訳

決算額

23,743,000 23,743,000

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

　町内会等で維持管理運営している防犯灯のＬＥＤ化を促進するため、新規設置費、交換費及び電気料
金に対して補助金を交付することにより町内会等の負担を軽減し、地域における防犯活動の推進を図
る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　地域における防犯活動の推進を図るため、防犯灯ＬＥＤ化促進策として防犯灯交換費補助金643灯分
を交付した。
　今後も、町内会等で維持管理運営している防犯灯（蛍光灯残2,531灯）についてＬＥＤ化を促進する
ため、事業を継続する必要がある。また、新規設置費補助金及び電気料金補助金についても、町内会等
の負担軽減策として、防犯灯ＬＥＤ化と併せて事業を継続する必要がある。

004-006-003-01361 事　業　名 防犯灯普及事業

防犯関係費Ｐ105 中　事　業

　「石巻市防犯灯維持管理等補助金交付要綱」に基づき、町内会等が維持管理運営する防犯灯の経費に
対して補助を行った。

補助金交付実績

予
算
科
目

26 目

2 款

1 項

総
合
計
画

諸費

(  )総務費

総務管理費 第 6 節

( 3 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 4 章
安心して健やかに暮ら
せるまち

日常の身近な安全性を
高める

安全・安心な暮らしを
確保する
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20.0％

50.0％

Ｈ29

Ｈ30

10.0％

30.0％

2.0％

15.0％

　・実施設計業務完了　　　　　令和2年3月

区分

【事業の進捗】

目標値

事業の進捗率

実績等
達成率

（年度別）

　・外構工事着手　　　　　　（工期：令和2年3月～令和3年3月）

令和元年度実績

1　旧門脇小学校震災遺構整備

　・実施設計業務完了　　　　　令和2年3月

　・展示工事着手　　　　　　（工期：令和元年12月～令和3年3月）

2　旧大川小学校震災遺構整備

218,153,000

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

　東日本大震災による深い傷跡、悲しみの記憶及び震災を通じて得た記憶を風化させることなく後世に
伝えるため、旧門脇小学校校舎及び旧大川小学校校舎を震災遺構として整備する。

目的及び事業内容

　震災遺構整備方針に基づき、事業の進捗を図った。

予算の執行状況
予算額

309,924,000

決算額の財源内訳

決算額

274,723,381 56,570,381

その他

（単位：円）

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

1　旧門脇小学校
　各種震災遺構整備工事が同期間に重複することから、関係者との協議を十分に行い、令和2年度中の
完成に向け事業の進捗を図る必要がある。

2　旧大川小学校
　各種震災遺構整備工事と周辺県道整備工事が同期間に重複することから、関係者との協議を十分に行
い、令和2年度中の完成に向け事業の進捗を図る必要がある。

001-104-002-01304 事　業　名 震災遺構整備事業

震災遺構整備事業関係費Ｐ157 中　事　業

平成29年度実績

　・プロポーザル選定委員会を設置し、基本設計の委託事業者を設定（旧門脇小・旧大川小）

　・本校舎解体その他工事完了　令和2年3月

平成30年度実績

　・基本設計業務完了（旧門脇小・旧大川小）

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

(  )

復
興
計
画

( 1 )

( 4 )

第  章

Ｒ1 70.0％ 50.0％ 70.0％

みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築

震災記録の継承

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )総務費

総務管理費 第  節
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100％

100％

利用されたデータと解消された課題の例

【利用されたデータ】：津波浸水区域情報
インターネットで可視化され防災意識の醸成が図られる。

【利用されたデータ】：公共施設バリアフリー情報
障害者の外出時における不安への解消が図られる。

【利用されたデータ】：ゴミ出しカレンダー
市民のごみ出しマナー及び利便性の向上が図られる。

Ｒ1 2件 2件

Ｈ30 2件 2件

Ｈ29 3件 3件 100％

　(1)　訪日外国人観光客の動向情報

　(2)　ごみ出し情報

　(3)　スマートコミュニティ推進事業によって収集する電力情報

　被災当時の状況について、被災者、支援者各々の視点から捉えた口述記録を作成し、伝承活動とし
ての活用以外にも、将来の大規模災害への対応に活かせるデータとして、管理するデータ項目や保存
形式の標準化等を検討する等、利活用を促進するデータの環境整備が図られた。また、石巻専修大学
への訪日外国人観光客に関する情報提供により、大学で取り組む調査研究に活用されているほか、ご
み出しカレンダーのオープンデータを活用した無料アプリの作成が個人のデータ利用者により作成さ
れた。

区分

成果指標

※解消された課題等

目標値 実績等

達成率

　(3)　保有データの保管環境整備の実施

3　地元大学及びデータ利用者のニーズに応じた行政情報をオープンデータ化し、官学民連携の取組み

　を実践した。

【オープンデータとした行政情報】

2　震災ナレッジ環境整備業務（震災遺構整備事業関係費：震災伝承推進室連携）

　データを活用した震災伝承の有用性の検証とデータの利活用促進のための環境整備を実施した。

　(1)　震災ナレッジデータの分類ならびに事業体系整理

　(2)　データを活用した震災伝承の有用性の検証

総
合
計
画

東日本大震災関係費

(  )総務費

総務管理費 第 2 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 1 章 ともに創る協働のまち

市民のまちづくりに対
する関心を高める

透明性の高い行政を推
進する

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

成果に係る評価

事業コード

　地元大学やデータ利用者との交流・連携を深めながら、地域課題の解消が期待できる有用な行政情
報をオープンデータとすることで、データの二次利用を促進し、データ利用者の自発的なＩＴ人材育
成やアプリ制作等につなげ、課題解決と地域の活性化を促す。
　また、ＩＣＴの利活用による震災伝承を推進するため、本市が保有する震災関連情報を含む行政情
報の整備・整理を行いオープンデータとして利活用するための環境整備を実施する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　オープンデータの取組みの推進には、データ利用者のニーズを的確に捉えて利活用しやすいデータ
（データ利用者側の負担軽減が図られる）として公開することが最も効果的であり、データの利用が
促進されることによる副次的な効果も期待できる。
　令和元年度に作成された「ごみ出しアプリ」は作成者において外国人住民にも利用してもらえる翻
訳版のリリースも検討されており、これまで同様地元大学との連携した取組みや先進事例等の情報収
集等を継続して実施することに加え、データ利用者や民間企業等との交流を深めデータ利活用に関す
るニーズを適正に把握することで、本市が保有する情報（データ）の利活用が地域課題の解決や行政
サービスの向上に繋がるため、事業を継続する必要がある。

001-002-001-00947 事　業　名 オープンデータ活用推進事業

震災広報関係費、震災遺構整備事業関係費Ｐ13 中　事　業

1　震災ナレッジ口述記録収録業務（震災広報関係費：秘書広報課連携）

 　被災当時の状況について、被災者、支援者各々の視点から捉えた口述記録を作成

予算の執行状況
予算額

14,298,493

決算額の財源内訳

決算額

14,298,493 1,892,000

その他

（単位：円）

4,838,493

地方債国(県)支出金

7,568,000

一般財源
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　復旧・復興関連情報を市報1日号に毎月掲載し、11月及び3月に復興特集号を発行した。

〔市報復興情報掲載〕

毎月1日発行、発行部数月63,000部、紙面全16ページ中4ページ

主な掲載内容

・災害復興住宅融資無料相談会　・住まいの復興給付金申請相談会

・住宅再建補助金の相談　・被災者生活再建支援制度の手続き

・復興特区による税制優遇制度　・復興工事による市道の通行止め情報　など

〔市報復興特集号発行〕

令和元年11月15日・令和2年3月15日発行、発行部数月63,000部、紙面全8ページ

主な掲載内容

・半島沿岸部拠点エリア整備状況　・東日本大震災からの復旧、復興事業費説明

・ささえあいセンター整備状況　・石巻駅前にぎわい交流広場供用開始

・複合文化施設整備状況　・自然災害への備え　など

予算の執行状況
予算額

8,386,000

決算額の財源内訳

決算額

8,385,960

その他

（単位：円）

8,385,960

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

　東日本大震災による復旧・復興事業の様々な情報を迅速に発信するため、毎月市報1日号への掲載及
び復興特集号を発行する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

　中心市街地では、整備された中央地区堤防一体空間で開催された音楽祭を楽しむ市民や、半島沿岸部
では、各地域拠点エリアの整備を伝えるなど、やすらぎと活力に満ちている状況を伝える事ができた。
　次年度は施設等の整備も進みハード事業情報も減少していることから、防災・減災などソフト事業の
周知による防災意識の向上に努めながら、震災復興基本計画に定める最終年度として、残された復興事
業の完結を市報により伝えたい。

002-101-003-00357 事　業　名 市報復興情報発行事業〔復興基金〕

震災広報関係費Ｐ182 中　事　業

成　　　　果

　復興に関わる情報を発信する目的の下、多くの震災復興関連の情報や将来のまちの姿などをイメージ
図や現況写真等を使用し、復興の状況や復興関連情報を分かりやすく的確に伝えることができた。
　また、減災への第一歩となるよういざという時のための災害への備えなどの取り組みを継続して紹介
し、防災意識の高揚に努めた。

取　組　実　績

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

被災者への生活支援

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 2 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 1 )

( 1 )

第  章
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成　　　　果

成果に係る評価

　本事業は、補助事業の運用期間終了に併せての共同事業者の既存サービス終了に伴い、現状取り組ん
でいる電力情報の収集管理及びそれに伴う見える化は令和2年度末で終了する。これまで、整備環境を
活用したスクールＤＲを実施し、再生可能エネルギーの発電状況を含め施設内の電力状況等を把握し各
校の節電行動に繋げ、バラつきは見られるが大きく効果が確認できた学校もあり、震災の教訓を踏まえ
た環境意識の醸成に繋がっている。今後は、指定避難所が機能する上で重要となる再生可能エネルギー
の活用について、その稼働状態が良好であるか否かを常に把握する仕組みの構築が急務である。
　また、みやぎ環境交付金を活用した各地域への公用電気自動車の配備に至っては、地域における環境
負荷軽減及び、電気自動車に搭載の蓄電池を活用した広範囲の防災機能強化を図ることができ、当該交
付金の活用が最終年度となる令和2年度を以って事業を完了する。

1　令和元年度においては、スクールＤＲの対象校を30校として、エネルギーの見える化の仕組みを活
 用した環境負荷軽減の取り組みを行い、節電行動に対するより詳細な分析結果を共有することができ
 児童・生徒の環境意識の醸成が図られ、節電行動の工夫に繋げることができた。
　 また、エネルギー情報の分析を継続することで、再生可能エネルギーの有効活用と有事の際の避難
 所運営に効果的な運用手法の検討を共同事業者とともに行い、将来の実証運用を踏まえた環境整備が
 図られた。

2　令和元年度では、昨年度同様、みやぎ環境交付金を活用し北上総合支所に電気自動車（公用車）を
 配備し、環境負荷軽減と有事における移動可能な非常用電源の供給を可能とする等地域内における防
 災機能の強化が図られた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

7,507,000 6,800,405 2,776,236 4,024,169

　　ウ　実施期間　⇒　連続した5日間

　(2)収集した情報の分析結果をもとに、再生可能エネルギーの有効活用の実証運用を検討

事業コード 001-303-001-00946 事　業　名 スマートコミュニティ推進事業

目的及び事業内容

　震災復興基本計画重点プロジェクトの1つとして「災害に強く環境にやさしいまちづくり」の実現を
図るため、再生可能エネルギーやＩＣＴを活用したスマートコミュニティ推進事業に取り組んでいる。
　事業内容は、有事の際に避難所となる公共施設に導入された太陽光発電設備、蓄電池をエネルギー管
理システムで総合管理し、地域のエネルギー情報を見える化し有効活用を図るとともに、次代を担う子
どもたちへの環境意識の醸成と防災意識の向上を図る。

取　組　実　績

1　環境負荷軽減及び防災機能強化の取り組み

　(1)平時は環境にやさしい移動手段として、有事では移動可能な非常用電源の供給といった防災機能
     強化を図るため、みやぎ環境交付金を活用し公用電気自動車を導入（北上総合支所へ配備）

2　スクールデマンドレスポンス（スクールＤＲ）の取り組み

　(1)令和元年度は、前年度で実施したモデル校を選定し、期別ごとに実施期間を1週間程度に延長した
　　 取り組みを、対象校を機器整備済みの30校で実施

　　ア　スクールＤＲ参加校　⇒　避難所となる小・中・高校計30校

　　イ　実施日程　⇒　第1回　Ｒ1.7.8～Ｒ1.7.12

　　　　　　　　　　　第2回　Ｒ1.10.21～Ｒ1.10.25

　　　　　　　　　　　第3回　Ｒ2.2.3～Ｒ2.2.7

実施計画
掲載ページ

Ｐ177 中　事　業 スマートコミュニティ推進事業費

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 3 )

第  章

減災まちづくりの推進

( 3 ) 新エネルギー等の活用27 目 東日本大震災関係費 (  )

1 項 総務管理費 第  節

- 38 -

　山下・河南・桃生の3地区において、独自の事業活動を展開することで地域課題に向けた取組みが推
進された。
　地域自治システムサポート事業により住民自治組織設立に向けた支援を行った結果、新たに4地区目
となる住民自治組織が北上地区において設立した。

  (2) 稲井地区・・・・・住民アンケート調査、結果報告会、ワークショップを実施　　　　

  (3) 釜・大街道地区・・上釜地区において、住民向け事前説明会、住民アンケート調査を実施

  (4) 北上地区・・・・・住民自治組織「みらいパートナーズ・きたかみ」の設立

1 項

地域自治システム構築支援事業〔復興基金〕

地域自治システム関係費

事業コード

実施計画
掲載ページ

中　事　業Ｐ159

予
算
科
目

27

2
復
興
計
画

目

【事業別実績】

款

東日本大震災関係費

総
合
計
画

(  )

総務費

001-201-005-00310 事　業　名

第  節総務管理費

第  章 ( 1 )

( 2 )

( 1 )
地域コミュニティの再
生支援

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

成果に係る評価

　平成22年、地域の特徴を生かした地域住民自身の意思に基づくまちづくりや住民自治の確立を目指
し、市民と行政による協働のまちづくりを推進するため地域自治システムの構築を進めていた。
  震災後、地域コミュニティが崩壊した中で、地域自治システムを進めるには難しい地域もあるが、地
域の実情を考慮しながら、市内16エリアすべての地区の地域自治組織設立に向け、支援を行うもの。目的及び事業内容

成　　　　果

取　組　実　績

　住民自治組織の設立を目指している16地区のうち、設立が4地区にとどまっている要因として、地域
の課題を地域住民が自ら解決できる組織かつ継続的な活動ができる組織とするため、住民主体の地域づ
くりに向けた意識の醸成を図ることに時間を要してきたことが挙げられるが、地域に対する働きかけの
手法を再検討する必要がある。

　(3) 桃生地区　ものう夢ネットワーク　　　　　　交付額：1,155,842円（計4,270,541円）

　(2) 河南地区　河南地域住民自治協議会　　　  　交付額：2,353,000円

2　地域自治システム構築に向けた『協働のまちづくり』研修会

3　地域自治システムアドバイザー　2名

　(1) 参加者　市議会議員25名、市職員（各部次長）28名

4　地域自治システムサポート事業

　(1) 山下地区　山下地区協働のまちづくり協議会  交付額：　761,699円

  (1) 住吉地区・・・・・住民アンケート調査、結果報告会、ワークショップを実施

1　住民自治組織交付金

　地域の創意と工夫、判断と責任を尊重し、市民と行政の協働による魅力あるまちづくりを推進すると
ともに、住民自治組織の円滑な運営と個性あふれる地域づくりを支援するため、石巻市住民自治組織交
付金を交付した。
  また、地域自治システム構築の推進に当たり、市議会議員及び市幹部職員を対象とし、研修会を実施
した。
　地域自治システムアドバイザーを配置するとともに、地域自治システムサポート事業により、新たな
地区への地域自治システム構築を図った。

予算の執行状況
予算額

20,060,000

決算額の財源内訳

決算額

17,032,322

その他

（単位：円）

16,856,382

地方債国(県)支出金

175,940

一般財源
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計 4 1 11 814,939円

1　コミュニティ形成支援補助事業（一般分）

　(1)対象事業　住民主体による地域づくりやコミュニケーションづくりを推進するための事業

　(2)申請上限　1団体につき年1回までとし、上限10万円

　(3)事業内容　夏まつり、レクリエーション大会、清掃活動、芋煮会、敬老行事等

石巻 4 1 11 814,939円

1,556,566円

8,715,858円

　住民自治組織が主体となり実施した交流イベント等に対し助成を行った。
　また、復興公営住宅の入居者と周辺住民との交流会等に対する補助金については、まだ活用していな
い住民自治組織にヒアリング等を行い、制度の活用を促した。

2　復興公営住宅コミュニティ促進事業

　(1)対象事業　復興公営住宅入居者及び地域内住民のコミュニケーションづくりを推進するために
　　　　　　　 実施する事業

　(2)申請上限　1復興公営住宅につき1回限りまでとし、上限10万円

　(3)事業内容　交流会、防災訓練、お茶のみ会等

　コミュニティ形成支援補助事業（一般分）、復興公営住宅コミュニティ促進事業の実施により、住民
自治組織等を主体とした住民同士や復興公営住宅入居者と周辺住民との交流活動が行われ、コミュニ
ティの育成促進が図られた。

復興公営住宅コミュニティ促進事業分

地区名

補助金交付件数
（単位：件） Ｒ1

補助金交付額
Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

牡鹿 4 4 4 270,809円

計 164 168 162 14,629,371円

北上 3 3 6 366,339円

コミュニティ形成支援補助事業分（一般分）

地区名

補助金交付件数
（単位：件） Ｒ1

補助金交付額

河南 32 31 31 3,016,352円

桃生 10 7 9 644,045円

河北 14 17 17

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

地域コミュニティの再
生支援

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 2 )

( 1 )

第  章
予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

成果に係る評価

事業コード

1　コミュニティ形成支援補助事業（一般分）
　震災の影響で住民自治組織（町内会等）による祭りなどのイベント開催が自粛され、住民同士の交流
の場が少なくなっていることから、住民主体で開催する交流事業などに補助を行い、住民自治組織の活
動やコミュニティの形成促進を図るもの。
2　復興公営住宅コミュニティ促進事業
　復興公営住宅が区域内に建設された住民自治組織が、復興公営住宅入居者との交流を図り、地域コ
ミュニティ形成のきっかけづくりとするもの。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　コミュニティ形成支援補助事業（一般分）について、事業の継続により、住民自治組織の機能強化や
地域の活性化が図られてきた。住民自治組織の活動低下を招かないよう、今後の事業継続の在り方につ
いての検討が必要とされる。
　復興公営住宅コミュニティ促進事業については、補助金を活用していない住民自治組織に活用を促し
たことにより、助成件数が大幅に増加したことから、本事業開始当初の目的は果たされたと思われる。

001-201-003-00305 事　業　名 コミュニティ形成支援補助事業〔復興基金〕

地域コミュニティ再生関係費Ｐ158 中　事　業

雄勝 6 4 1 59,402円

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

石巻 95 102 94

予算の執行状況
予算額

17,815,000

決算額の財源内訳

決算額

15,444,310

その他

（単位：円）

14,629,371

地方債国(県)支出金

814,939

一般財源

- 40 -

470,038円

計 751,157円 716,039円

補助金額

473,000円

団体

長尾自治会（北上）

500,000円 500,000円

　(2)初期備品　1件

事業費 補助金額団体

新西前沼第三復興住宅3号棟団地会（石巻）

2　被災集会所の新築事業・交流活動（被災地域交流拠点施設整備事業補助金）

　地域住民活動の拠点が整備されるとともに、既存コミュニティの再生と新たなコミュニティ組織づく
りの推進が図られた。

　(1)土地取得　1件

1,916,000円

事業費

1　石巻市東日本大震災被災集会所建設費等補助金

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

地域コミュニティの再
生支援

総
合
計
画

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

2　被災地域交流拠点施設整備事業補助金

　(1)交流活動　2件

東日本大震災関係費

( 1 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 2 )

( 1 )

第  章

　(2)初期備品　1件（石巻地区）

　(1)交流活動　2件（石巻地区1件、北上地区1件）

成果に係る評価

事業コード

【目的】
　市民と行政の協働のまちづくりを図る。
【内容】
　東日本大震災により被災した集会所の新築、改築、増築、改修事業への補助や集会所として使用する
目的である既存建物・土地の取得事業への補助を行うもの。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　東日本大震災被災集会所建設費等補助金による補助件数は、復興事業により移転を余儀なくされた集
会所の土地取得事業が1件、新市街地に整備された復興公営住宅集会所の初期備品が1件である。また、
被災地域交流拠点施設整備事業補助金による交流活動への補助も3年間の補助期間が終了となった。
　震災により被災した地域コミュニティ活動の拠点である集会所に対する整備事業の目的は果たされ、
市民と協働のまちづくりの推進に大きく寄与した。

001-201-003-00306 事　業　名 集会所等コミュニティ施設復旧整備事業〔復興基金〕

地域コミュニティ再生関係費Ｐ159 中　事　業

　(1)土地取得　1件（北上地区）

1　被災集会所の新築及び改修事業（石巻市東日本大震災被災集会所建設費等補助金）

団体 事業費 補助金額

不動町町内会（石巻） 251,119円 246,001円

にっこり自治会（北上） 500,038円

予算の執行状況
予算額

1,773,000

決算額の財源内訳

決算額

1,689,039

その他

（単位：円）

973,000

地方債国(県)支出金

716,039

一般財源
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みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

地域コミュニティの再
生支援

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 2 )

( 1 )

第  章
予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　ＮＰＯ等の市民公益活動団体の強みを生かした支援により、町内会の再構築をはじめ、住民同士の交
流活動の活性化や地域課題の解決に向けた活動につながり、本補助金の目的である「住民自治組織の強
化、再生及び再構築を図ること」に対する一定の成果を上げ、住民主体による地域づくりやコミュニ
ケーションづくりに寄与することができた。

001-201-002-00929 事　業　名 地域づくりコーディネート事業〔復興基金〕

地域コミュニティ再生関係費Ｐ158 中　事　業

令和元年度採択団体名 事業名

2,500,000円

1,984,313円

1
一般社団法人
サードステージ

予算の執行状況
予算額

11,989,000

決算額の財源内訳

決算額

11,316,121

その他

（単位：円）

11,316,121

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

  住民自治組織の推薦を受けたＮＰＯ等の市民公益活動団体が、コミュニティの再生・強化を推進する
ために行う、住民主体による地域づくりやコミュニケーションづくりを支援する事業に対し補助する。

目的及び事業内容

補助額

2,489,000円

　9団体より申請があり、一次審査及び二次審査（審査会）による審査の結果、5団体の事業に交付決定
を行い、補助金を交付した。

牡鹿半島地域づくりコーディネート事業

2
特定非営利活動法人
ぱんぷきんふれあい会

湊地区復興公営住宅入居者と周辺地域におけ
る「顔の見える関係」の構築と互助力の向上
に向けた住民育成事業

3
一般社団法人
ヒガシミノ団地

湊町2丁目・4丁目の自治機能強化のための環
境醸成と町内会再編成・再構築

計 11,316,121円

4
一般社団法人
石巻じちれん

新市街地（のぞみ野・あゆみ野）の住民力活
性化、連携強化事業

5
一般社団法人
ＢＩＧ　ＵＰ石巻

釜・大街道地区における包括的な地域づくり
モデル事業

1,842,808円

2,500,000円

　震災により運営が困難となった湊町2丁目の2町内会を合流させ、再構築することができた。

4【一般社団法人 石巻じちれん】

　町内会同士の連携強化のほか、集会所「住民の居場所づくり」の活動が活性化した。

5【一般社団法人 ＢＩＧ　ＵＰ石巻】

　子ども食堂の開設ほか、住民主体による地域づくりの活動を支援することができた。

1【一般社団法人 サードステージ】

　住民同士の連帯感を深めながら、住民が地域課題に目を向け、気づきを得ることができた。

2【特定非営利活動法人 ぱんぷきんふれあい会】

　町内会活動の支援、セミナー開催等により、住民主体による互助活動の創出につながった。

3【一般社団法人 ヒガシミノ団地】
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平成30年度

1 用地購入及び工作物移転等完了

2 地質調査（ボーリング調査）完了

3 基本設計完了

令和元年度

1 設計業務委託

2 建設工事等

3 支障木伐採業務等 781,170円

〇令和元年11月設計業務完了、11月関連水路工事発注、12月～令和2年1月建設工事等発注

（仮称）大川地区地域交流センター整備事業の進捗が図られた。
　なお、主な年次計画は次のとおりである。
1 令和2年10月駐車場整備工事発注予定
2 令和2年10月道路整備工事発注予定
3 令和3年1月工事完了

12,498,400円

147,654,100円

予算の執行状況
予算額

172,438,100

決算額の財源内訳

決算額

160,933,670 53,644,670

国(県)支出金 その他

（単位：円）

107,289,000

地方債 一般財源

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　大川地区の地域交流の拠点として、令和3年1月の完成に向け、今後も事業を推進していく。

001-201-003-01261 事　業　名 （仮称）大川地区地域交流センター整備事業〔復興交付金〕

地域コミュニティ再生関係費Ｐ159 中　事　業

成果に係る評価

事業コード

　地域コミュニティの再生・強化のため、大川地区の新たな広域拠点として地域の交流の場を確保する
とともに、震災によって失われたスポーツ振興施設としても活用できる多目的ホールを備えたコミュニ
ティ施設を整備する。

目的及び事業内容

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

東日本大震災関係費

( 1 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

コミュニティ施設建設　敷地：1,402.22㎡
　　　　　　　　　　　建物：木造平屋建屋根ガルバリウム鋼板葺き
　　　　　　　　　　　　　　延べ床面積597.69㎡
　　　　　　　　　　　　　　駐車場整備　46台（うち障害者用駐車場2台）

総
合
計
画

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

地域コミュニティの再
生支援

( 2 )

( 1 )

第  章
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牡鹿

牡鹿
まちづくり協議会の開催支援・・・5回
鮎川港移動型トレーラ―休憩所自治会の開催支援・・・5回
地域復興イベント開催支援・・・4回　　　　　ほか

雄勝

北上

地域コミュニティ紙「月刊おがつ」の発行・・・12回
交流スペース等を活用した地域コミュニティ再生プロジェクト・・・12回
仮設商店街や支援団体との復興イベント・・・3回　　ほか

自治会等に対するワークショップ開催支援・・・3組織（計6回）
地域行事及び復興イベント等の開催支援・・・10行事
地域コミュニティ紙「北上かわらばん」発行・・・6回　　ほか

地区

中央

成　果

南浜つなぐ館・・・開館231回、4,296件（延べ16,323人）への語り部対応
震災伝承プログラムの実施・・・252件
「あの時プロジェクト」の実施・・・聞取り協力者14名　　　ほか

47,647,800円計

総務費

( 2 )

( 1 )

5人
※延べ

6人
7,905,600円

※8月業務完了

内容

・地域住民の参画による地域の支え合い等の再構築
・人材の育成と市民団体の連携構築
・地域の子どもたちへの震災伝承　　　　ほか

地区 隊員数

中央 3人

雄勝
3人

※当初
4人

16,285,400円

北上

・まちづくり協議会の開催支援
・移動型トレーラー休憩所の自治会支援
・地域復興イベントの開催　　　　ほか

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

地域コミュニティの再
生支援

( 1 )

3人 10,627,500円

総務管理費 第  節

(  )

・「月刊おがつ」の発行
・仮設商店街などの連携による復興イベント　　ほか

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

12,829,300円

契約額

総
合
計
画

東日本大震災関係費

復
興
計
画

第  章

成果に係る評価

事業コード

　被災地の自治機能回復と持続可能な地域コミュニティの構築を長期的視野に入れ、マンパワー不足の
解消と地域の将来を担う人材の育成を行い、被災地の地域づくりを目的とした住民主体の地域活動を促
進するため、一定期間、地域住民の活動を支援する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　各地区における復興プロジェクトを推進するため設置された復興応援隊は、平成24年度から宮城県事
業として、平成29年度以降は石巻市の事業として実施されている。
　4地区で展開される事業を通して、地域コミュニティの再構築が図られたとともに、被災地における
新たなコミュニティネットワークの形成に寄与した。また一部地区において、復興完了後も継続する事
業への引継ぎを行い、継続的な活動へと移行が出来た。

001-201-005-00678 事　業　名 復興応援隊設置事業

地域コミュニティ再生関係費Ｐ160 中　事　業

 令和元年度復興応援隊設置事業委託契約額等

・自治会、各種自治組織支援及びテーマ別分科会支援
・地域行事及び復興イベント等の開催支援
・北上地域における復興経緯の情報発信　　　ほか

予算の執行状況
予算額

47,648,000

決算額の財源内訳

決算額

47,647,800 47,647,800

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源
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令和元年度の運行状況(Ｈ31.4.1～Ｒ1.9.30)

※　仮設住宅の解消に伴い、河北地区仮設住宅線、桃生地区仮設住宅線は平成31年3月末に、
　石巻市内仮設住宅循環線は令和元年9月に廃止された。

便数

4,942人

－

744便

－

路線名

石巻市内仮設住宅循環線

河北地区仮設住宅線

桃生地区仮設住宅線 －

利用者数

9,434人

5,987人

4,291人

Ｈ30

便数

1,464便

735便

976便

Ｒ1

利用者数

－

合計 19,712人 3,175便 4,942人 744便

運行主体（補助対象） 補助金額

　令和元年度は石巻市内仮設住宅循環線のみの運行であったが、低廉な運賃体系により、仮設住宅入居
者の負担軽減が図られるとともに、ニーズに対応した生活交通を確保することができた。

石巻市内仮設住宅循環線
石巻駅前、大橋、開
成、日赤病院、蛇田

㈱ミヤコーバス 4,346,388円

合計 4,346,388円

予算の執行状況
予算額

4,347,000

決算額の財源内訳

決算額

4,346,388

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金

4,346,388

一般財源

成果に係る評価

事業コード

　震災後、本市の交通を取り巻く状況は大きく変化し、応急仮設住宅への入居を余儀なくされた被災者
の方々も多くいることから、被災者のニーズに対応した交通サービスを提供し、被災者支援を実施する
ことを目的とし、全区間一律100円の低廉な運賃の循環バスを運行し、運行主体に対して運行費補助を
実施する。目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成23年9月から順次運行を開始した仮設住宅バスについては、低運賃での運行により、被災者支援
を図ることができた。
　震災の影響により、住民ニーズ等は大きく変化し、地域ごとの交通課題も変化していることから、
今後は、持続可能な公共交通体系構築に向けて、ニーズや課題を適切に把握したうえで、運行内容の見
直しを実施するとともに、行政、交通事業者、地域住民が連携しながら、地域の実情に最適な交通体系
を検討していく。

002-101-005-00361 事　業　名 応急仮設住宅バス運行事業

被災地域交通対策関係費Ｐ185 中　事　業

路線名 主な経由地

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

総務費

総務管理費

　応急仮設住宅入居者のバス利用に対する負担軽減及び日常生活における移動手段を確保するため、
仮設住宅を循環する運行事業者に対し、運行費補助を行った。
　なお、石巻市内仮設住宅循環線は、仮設住宅の解消に伴い、令和元年9月末をもって廃止した。

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

被災者への生活支援

( 2 )

第  節

(  )

復
興
計
画

( 1 )

( 1 )

第  章
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Ｈ29

Ｈ30

　・牡鹿地区慰霊碑完成　平成31年3月

　・北上地区慰霊碑完成　平成30年3月

　・雄勝地区慰霊碑等設置業務は平成31年度に繰越

平成30年度実績

　・プロポーザル選定委員会を設置し、牡鹿地区の委託事業者を選定

　・雄勝地区慰霊碑完成　平成31年3月

　本庁地区慰霊碑設置へ向け、事業の進捗が図られた。

区分 達成率
成果指標

50.0％

100.0％

北上地区
※雄勝地区繰越

雄勝地区
牡鹿地区

予算の執行状況
予算額

656,000

決算額の財源内訳

決算額

201,755 201,755

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

事業コード

　東日本大震災で犠牲となった方々を追悼するため、慰霊碑を建立する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　　果

取　組　実　績

　慰霊公園及び慰霊碑が完成した3地区では、追悼・鎮魂の場として多くの方々が訪れている。
　本庁地区慰霊碑の事業推進にあたっては、石巻南浜津波復興祈念公園内に設置することから、公園整
備事業との調整や関係機関との協議を十分に行い、令和2年度中の完成に向け事業の進捗を図る必要が
ある。

001-104-002-00302 事　業　名 慰霊碑整備事業

慰霊碑整備事業費Ｐ157 中　事　業

平成29年度実績

　・プロポーザル選定委員会を設置し、北上地区・雄勝地区の委託事業者を選定

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 1 )

( 4 )

第  章
みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築

震災記録の継承

令和元年度実績

　・南浜津波復興祈念公園整備に係る関係機関と調整し、設置箇所を選定

　・プロポーザル選定委員会を設置し、本庁地区慰霊碑等設置業務の委託事業者を選定

　・本庁地区慰霊碑等設置業務は令和2年度に繰越

Ｒ1 1地区 0地区
※本庁地区繰越
※事業者の選定完了

50.0％

実績（完成地区名）目標値

2地区

2地区

1地区

2地区
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　データを活用した震災伝承の有用性の検証とデータの利活用促進のための環境整備を実施した。

1　震災ナレッジ環境整備業務

　(1)　震災ナレッジデータの分類ならびに事業体系整理

　　ア　災害分類の定義・決定

　　イ　内閣府「復旧・復興ハンドブック」等を参考とした災害対応業務の事業体系整理を実施

　(2)　データを活用した震災伝承の有用性の検証

　　ア　上記(1)で整理した一部整備済みデータによる震災発災後のユースケースのとりまとめ

　　イ　県内被災自治体に対するヒアリング（アンケート）調査の実施

　(3)　保有データの保管環境整備の実施

　　ア　将来のデータベース化を見据え、今後のデータ量を考慮した保管環境の整備を実施

　※データ整備内容

　　(1)登録されたメタデータ（本体データの付属情報）から、内閣府「復旧・復興ハンドブック」の

　　　分類手法を参考に種類、事業体系ごとに整理

　　(2)データ管理環境について、増大するデータ量に応じた環境を整備（分散管理⇒集中管理）

　【事業の進捗】

※　データ整備最終目標件数　50,000件

Ｒ1 80％（40,000件） 80％（40,000件）

区分
成果指標

目標値 実績等

( 1 )

( 4 )

第  章
みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築

震災記録の継承

　令和元年、震災ナレッジ環境整備業務の実施により、本市しか持ち得ない貴重な震災ナレッジデータ
の整備が進み、データを活用した幅広い震災伝承の取組みが可能となる環境整備が図られた。
　また、整備済みのデータを使い東日本大震災の緊急対応から応急復旧期（発災直後から7日）における
ユースケースをとりまとめ、データの利活用が震災の見える化を促進し震災に対する正しい理解につな
がる効果を生むことや、宮城・岩手22の被災自治体へ震災ナレッジデータの利活用に関するアンケート
調査を実施したところ、13の自治体から回答を得ることができ、うち12の自治体でデータの利活用を重
要視しておりデータ利活用の有用性を確認することができた。

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

一般財源

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　データの利活用が促進されることで震災への正しい理解や伝承効果の向上が期待できること、更に
は、データを活用することで被災当時の状況を詳細に分析・検証できる効果等データ利活用の有用性が
確認できた。
　震災当時の状況や復興過程等を正しく発信し理解につなげることは多くの支援をいただいた被災自治
体としての責務であり、その責務を果たすためには保有するデータの環境整備を今後も進め効果的な震
災伝承活動につなげていく必要があるので、事業を継続する必要がある。

001-104-002-01202 事　業　名 震災伝承事業〔復興交付金〕

震災遺構整備事業関係費Ｐ157 中　事　業

成果に係る評価

事業コード

　東日本大震災からの復旧・復興の過程で作成されたさまざまな震災関連データ（以下「震災ナレッジ
データ」という。）を活用した「震災の見える化」を図り、震災に対する正しい理解と未来のいのちを
紡ぐ震災伝承活動を展開するため、オープンデータ事業とも連携した利活用促進のためのデータ整備と
環境基盤の構築を実施し、データを活用した震災伝承活動の有用性と伝承効果の向上を図る。目的及び事業内容

100％

年度別
達成率

予算の執行状況
予算額

10,000,000

決算額の財源内訳

決算額

9,460,000 1,892,000

その他

（単位：円）

7,568,000

地方債国(県)支出金
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取　組　実　績

1　震災記録写真、動画データ等の収集・整理
   「東日本大震災アーカイブ宮城」にて震災記録写真を公開した。

2  震災関連資料のデジタル化
   震災関連庁内文書のデジタル化（メタデータ化 7,550件）を行った。

3　東日本大震災震災ナレッジ口述記録の収録
　被災当時、半島沿岸地域に居住の10名及び発災直後から当市の復旧・復興支援に尽力いただいた5名
の方々から、当時の状況等貴重な証言記録を収録した。

4　震災関連パネル製作
   震災からの復旧・復興状況に関するパネル写真（20枚）を製作した。

5　石巻市震災復興記録写真展
（1）R1.6.22・23　総合運動公園（いしのまき復興マラソン）
（2）R1.7.26　総合運動公園（リトルリーグ野球大会）
（3）R1.10.6～14　ビッグバン（東日本大震災パネル展示）
（4）R1.3.8　東京都立川市（平和人権講座）
（5）R1.3.8　ホーマック石巻蛇田店（石巻市防災フェア）

成果に係る評価

　震災関連の紙媒体資料をデジタル化することで、資料の劣化や紛失等を防ぐことができることから、
今後も継続して復興過程を記録し、震災関連資料の収集・整理を行う必要がある。
　震災ナレッジの口述記録については、書面や資料だけでは伝わりきらない発災直後の状況を、被災者
の声と高度な編集技術で視聴者に訴えることで、震災を後世に伝え未来のいのちを紡ぐ震災伝承の重要
な取組みとして重要なため、事業を継続する必要がある。
　また、収集資料展やパネル展等の開催については、依頼のあった団体等へ貸し出しを行うことで、震
災の風化防止と復興状況への理解を深める効果に繋がるため、今後も積極的なPRに努め、東日本大震災
の経験・教訓等を後世へ伝え続けていく必要がある。

成　　　　果

　震災に関する資料の劣化や紛失等を防ぐため、各課で保管している各種資料等をデジタル化したこと
で、資料の収集や整理を進めることができた。
　震災ナレッジ口述記録収録業務の実施により、発災直後の混乱する現場で被災地の支援活動に尽力さ
れた方々の証言を、これまでの被災体験者とは違う視点からの証言記録として収録し、震災を内側と外
側の両面から客観的に捉えることができた。
　また、「東日本大震災アーカイブ宮城」や震災関連写真パネルを展示する機会を設け、石巻市内での
展示以外にも他県の団体等へ貸し出しを行い、震災当時の様子や復興の状況を発信し、震災の風化防止
や理解を深める機会となった。

みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築

震災記録の継承

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 1 )

( 4 )

第  章
予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

事業コード

　震災の記録を保存し、復興への道のりをデジタルアーカイブ等として後世に伝え、今後の防災事業等
の一助とする。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

001-104-001-00301 事　業　名 震災記録収集整理事業〔復興基金〕

震災広報関係費Ｐ156 中　事　業

予算の執行状況
予算額

5,000,000

決算額の財源内訳

決算額

4,877,433

その他

（単位：円）

4,877,433

地方債国(県)支出金 一般財源
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・1回平均・・ 111通

・郵送物・・・市報、県政だより、議会だより、社協だより

・郵送方法・・ゆうメール

2,031件

1,580件

1,244件

834件

111件

※　郵送件数は、1回あたりの平均件数である

成果に係る評価

事業コード

　東日本大震災により被災し、石巻市外への避難を余儀なくされた市民へ行政情報や復興関連情報、生
活再建情報を伝えるため、市報等を郵送する。

目的及び事業内容

Ｒ1

　震災により被災し、市外に転居している市民へ市報の発行に合わせ、月1回の郵送を行った。

Ｈ30

予算の執行状況
予算額

345,000

決算額の財源内訳

決算額

144,641

その他

（単位：円）

144,641

地方債国(県)支出金 一般財源

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　本事業は震災により被災し、市外への避難を余儀なくなされた市民へ行政情報、復興関連情報など必
要な情報を提供するため継続して実施している。
　復興公営住宅への入居など住宅再建の進捗に伴い、郵送希望者は年々減少しており、事業継続の必要
性について検討する必要がある。

002-101-003-00535 事　業　名 全国避難者市報等郵送事業〔復興基金〕

震災広報関係費Ｐ182 中　事　業

　市の広報紙を通じて行政情報や復興状況の情報を発信することは、被災者に対する安心に繋がる取り
組みであり、市外で生活している市民へ市の現状や復興の進捗状況を知らせることができた。
 

郵送件数年度

Ｈ27

Ｈ28

Ｈ29

予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 2 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 1 )

( 1 )

第  章
市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

被災者への生活支援
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人

人

人

人

人

人

人

計 人

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

地域コミュニティの再
生支援

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )総務費

総務管理費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 2 )

( 1 )

第  章
予
算
科
目

27 目

2 款

1 項

成果に係る評価

事業コード

　東日本大震災の犠牲となられた方々に対し、哀悼の意を捧げるとともに、夢や希望の持てる新しい石
巻市としての復興、再生、発展を遂げていく決意を示すため、市主催の追悼式を開催するもの。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

東日本大震災の犠牲となられた方々に哀悼の意を捧げるとともに、新しい石巻市として、復興、再
生、発展を遂げていく決意を示すため、継続して本事業を実施していくこととしたい。
　なお、令和3年度以降の追悼式の実施規模や次第の見直し等を行っていくことが必要となる。

001-201-001-00303 事　業　名 東日本大震災犠牲者追悼式〔復興基金〕

東日本大震災犠牲者追悼式関係費Ｐ158 中　事　業

「内閣総理大臣追悼の言葉」の様子を河北総合センターで放映した。(3)

予算の執行状況
予算額

12,786,000

決算額の財源内訳

決算額

12,743,513

その他

（単位：円）

12,743,513

地方債国(県)支出金 一般財源

震災で犠牲となられた方々の御遺族(2,301名)に案内状を送付した。
→追悼式の規模縮小判断後、新聞広告、ホームページ及びラジオ放送等により周知を行っ
た。
市外在住の御遺族(517名)には、追悼式規模縮小に係るお知らせを送付し、周知を行った。

2　場所　河北総合センターほか市内6か所

3　概要
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献花場　河北総合センター

　　　　市役所4階庁議室

　　　　雄勝総合支所仮庁舎

　　　　遊楽館

　　　　桃生総合支所

1,914

〈参列者数〉

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を考慮し、河北総合センターにおける式典を取りやめ、市
内7か所に開設した献花場における自由献花とした。

1　日時　令和2年3月11日（水）　午前9時～午後4時　※河北総合センターのみ、午後1時～午後4時

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、市民の皆様の健康と安全を確保するため、式
典を取りやめることとなったが、献花場を設置して献花を受け付けることにより、震災の犠牲となられ
た方々に対し、哀悼の意を捧げるとともに、復興への決意を示すことができた。

河北総合センターをメイン会場に、市内7か所に設けた各献花場に祭壇及び献花台を設置
し、献花を受け付けた。

(1)

(2)

　　　　北上保健医療センター

　　　　牡鹿保健福祉センター

450

891

114

113

103

100
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37,523,300

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

37,523,628 37,523,300

Ｒ1 12人 15人 125％

成果に係る評価

　民間委託による業務の効率化により、窓口業務でスムーズな手続きが可能となり、来庁者の待ち時間
の負担軽減等により市民サービスの向上が図られた。
　また、正規職員及び非正規職員数の減により、人件費についても削減できたが、マイナンバー業務及
びオンライン化に向けた法律改正に伴う業務が増大していることから、今後の職員数削減が困難と推測
されるため、次期の更新に向け民間委託の効果を検証していく必要がある。

Ｒ1 0人 2人 -％

3　非正規職員の削減

区分
成果指標

達成率等
目標値 実績等

2　正規職員の削減

区分
成果指標

達成率等
目標値 実績等

100％

目的及び事業内容

　市民課窓口業務の一部を専門知識を有する民間業者に委託することにより、窓口業務の効率化及び市
民サービスの向上を図るとともに、正規職員及び非正規職員を削減する。

取　組　実　績

1　石巻市市民課窓口業務に関する費用
　(1)　労働者派遣（令和元年5月1日～令和元年7月31日）
　　　 派遣手数料　4,720,628円
　(2)　窓口業務委託（令和元年8月1日～令和4年7月31日）
　　　 委託料　148,130,192円。内、令和元年度　32,802,672円

2　委託業務内容
　(1)　証明書発行窓口業務
　(2)　印鑑登録業務
　(3)　公用、郵送請求業務
　(4)　住基異動入力処理業務
　(5)　マイナンバーカード業務
　(6)　フロア案内業務

成　　　　果

　窓口業務の効率化及び市民サービスの向上が図られるとともに、職員及び非正規職員を削減すること
ができた。

1　委託業務数

区分
成果指標

達成率等
目標値 実績等

Ｒ1 6業務 6業務

実施計画
掲載ページ

Ｐ17 中　事　業 窓口証明関係費

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

第1章

1 目 戸籍住民基本台帳費 ( 2 )

事業コード 001-003-002-01217 事　業　名 窓口業務民間委託事業

3 項 戸籍住民基本台帳費 第3節
市民満足度の高い行政
サービスを提供する

(  )

ともに創る協働のまち
復
興
計
画

(  )

行政サービスの質の向
上を図る

(  )
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